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ʙখさくて΋ޫり輝き

　ັྗあるまちͮくりを໨指してʙ

　町制施行50 年及び東日本大震災から10年の節目を迎える本年、令和3（2021）年度

を初年度とし、10 年後の令和12（2030）年度を目標年次とする第６次総合計画を策定

しました。本計画は、まちづくりの基本理念や目指すべき将来像を明らかにするとと

もに、それを実現するための施策を示したものです。

　わが町、新地には豊かな自然と古代からの確かな歴史と伝統があります。阿武隈高

地のふもとに広がる土地を利用した農業と太平洋を舞台とした漁業を基本に、自然と

共生するなかで自分たちの暮らしを大切にしてきました。

　本町では、これら豊かな自然と長い歴史により培われてきたコミュニティを活かし

ながら、町民と行政がともに手をとり、子どもからお年寄りまで誰もが安心して暮ら

せる小さくても光り輝き魅力あるまちづくりを進めます。そして本町の活力を維持・

増進していくため、東日本大震災後に整備された新たな施設と既存の地域資源などを

活用し、産業の振興や交流人口の拡大等に取り組み、若者世代の定住促進につなげて

いきます。

　計画策定に当たっては、まちづくり懇談会や各種団体懇談会、町民アンケート調査

などに加えて、広く町民の意向をお聴きするため総合計画策定委員会を開催し、多く

の皆さんに数々のご意見・ご提言等をいただきました。

　これまで、熱心にご審議・ご検討いただきました総合計画審議会、町議会の皆様を

はじめ、貴重なご意見をお寄せいただいた多くの皆様に対しまして心から感謝申し上

げ、なお一層のご支援とご協力をお願い申し上げます。

令和３年３月

新地町長 大 堀　　武
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1　ふるさとの海と山を愛し、美しい町をつくります。

1　互いに助け合い、心の豊かな町をつくります。

1　健康でしごとにはげみ、希望に満ちた町をつくります。

1　としよりを敬いこどもを愛し、明るい町をつくります。

1　郷土の歴史を大事にし教養を高め、文化の町をつくります。

　新地町は、新地貝塚、三貫地貝塚があり、遠い昔から自然に恵まれた
住みよい所としてうけつがれてきており、また、観海堂は教育発祥のしるし
として残されております。
　私たちは祖先の人々が愛し、築いてきた歴史豊かなかけがえのないこの
郷土を大事にし、健康にあふれ、産業の豊かな、文化と知性に輝く町に
することをめざし、町民憲章を定めます。

※観海堂の建物は、東日本大震災の津波により流出しましたが、跡地

　は福島県史跡として継続指定されております。観海堂跡地には、

　津波流出を免れた初代校長氏家閑存の報恩碑が残されております。
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Ґஔ͚ͮ

　本町では、昭和 47（1972）年 3 月に第１次となる新地町振興計画を策定し、めざすとこ
ろを「住みよく健康のあふれる町　産業の豊かな町　文化と知性の輝く町」として計画を推進
してきました。以来、第２次から第５次新地町総合計画を策定し、令和２（2020）年度を目
標年次とする第５次総合計画では、第４次から継続した基本理念である「人と自然が共に輝き　
笑顔あふれるまちづくり」の下で、様々なまちづくりに取り組んできました。また、震災後に
策定した第５次総合計画後期基本計画においては、復旧・復興も加味した施策等を進めてきま
した。

　近年、まちづくりをめぐる環境は大きく変化しております。本町においても少子・高齢化の
進行、若者の流出、厳しい財政状況や新型感染症対策など幾多もの課題を抱えています。その
ため、今後は中長期的な視点に立った持続可能な行政経営を進め、総合的かつ計画的にまちづ
くりを進めていく必要があります。

　本町を取り巻く社会経済環境の変化を的確にとらえ、その変化に柔軟に対応し、長期展望に
向かって町民とともに本町のめざす将来像を実現するため、ここに令和 12（2030）年度を目
標年次とする「第６次新地町総合計画」を策定するものです。

　総合計画は、本町の行政経営を総合的かつ計画的に推進していくための最上位の計画であり、
社会情勢や本町を取り巻く環境の変化に応じた、これからの町政の総合的な指針となるもので
す。
　また、本計画は本町が抱える課題と目指すべき方向性を町民と共有し、わかりやすくかつ明
確に示すとともに、実効性の高い計画としていきます。

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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（1）基本構想
（目標）

（1）基本構想
（目標） （1）基本構想（1）基本構想

（2）基本計画（2）基本計画

（3）行動計画（3）行動計画

和歴
（西暦）

令和3
（2021）

令和4
（2022）

令和5
（2023）

令和6
（2024）

令和7
（2025）

令和8
（2026）

令和9
（2027）

令和10
（2028）

令和11
（2029）

（単位：年度）

令和12
（2030）

（2）基本計画
（施策）

（2）基本計画
（施策）

（3）行動計画
（事業）

（3）行動計画
（事業）

10年間10年間

5年間5年間

3年間3年間

3年間3年間

3年間3年間

5年間5年間

毎年、 今後3年分の計画を
見直ししていく
毎年、 今後3年分の計画を
見直ししていく

̏ ըͷ֓ཁܭ

　本計画は、本町の将来目標を実現するための施策の基本的な考え方を定め、全ての町民や事
業者、行政が行動するための基本的な指針であり、「基本構想」、「基本計画」及び「行動計画」
の３つで構成されています。

　まちづくりの基本理念と１０年後の新地町のめざす将来像を明らかにし、まちづくりの将
来目標とその目標達成に向けた施策の大綱を分野ごとに示すものです。

　基本構想で示したまちづくりを進めるため、各分野におけるめざす姿や課題を明らかにし、
今後５年間において課題を解決するための必要な施策を示すものです。

　基本計画の各施策に基づいて、今後３年間に実施する事業や実施時期を財政計画との整合
性をもって示すもので、毎年度の予算編成の基礎となります。

ʢ̍ʣجຊߏ૝

ʢ̎ʣجຊܭը

ʢ̏ʣߦಈܭը
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総合計画審議会 総合計画策定委員会

総合計画の策定体制

総合計画審議会
（町議会議員、
  団体代表者等）

町　　　長

総合計画策定本部

本部
（副町長、教育長、
  課長等）
部会
（課長補佐、係長等）

町　議　会

庁内体制

町民アンケート調査、
まちづくり懇談会、
各種団体懇談会等

諮問

答申

提案

議決

総合計画策定
委員会（町民）

報告

意見
反映

意見
反映

̐ ఆମ੍ࡦըͷܭ

　本計画の策定に向けた体制として、庁内では総合計画策定本部の本部（副町長、教育長、課
長等）、部会（課長補佐、係長等）を設置して計画検討を行いました。
　庁外では総合計画策定委員会や町民アンケート調査、まちづくり懇談会、各種団体懇談会等
において、まちづくりへの意見聴取を行い、計画への町民意見の反映を図りました。また、町
議会議員、団体代表者等から構成される総合計画審議会への諮問・答申をとおして、計画策定
を進めました。
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　本町は、福島県の太平洋側最北部に位置し、東西 7.2㎞、南北 6.5㎞の台形状で、総面積は
46.70㎢となっています。
　交通面では、鉄道がＪＲ常磐線、道路は県道相馬亘理線、国道６号及び高速道路の常磐自動
車道が本町を縦断し、新地駅、駒ケ嶺駅が再開、新地インターチェンジが開通しています。ま
た、町内に位置する重要港湾相馬港までは５分、県都福島市へは国道 115 号や東北中央自動
車道・相馬福島道路で 70 分（63㎞）、仙台市には 60 分（53㎞）、仙台空港までは 40 分（36
㎞）、山形市へは 90 分（80㎞）と、地理的な優位性があります。

位置図 広域交通網図
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　本町は、海・里・山・田園と豊かな自然環境を有しており、自然を利用した農業・漁業が町
の主産業となっています。
　気候は、海洋性気候により年間の平均気温は約 1 ３℃で、夏は涼しく、冬は温かく降雪も
少ないことから四季を通じて穏やかな気候に恵まれています。
　西部の阿武隈高地から続く丘陵の間には集落や農地が広がり、東部の太平洋岸には遠浅でき
れいな海が広がっています。
　また、鹿狼山には“片倉沢の原生林”としても知られる人の手が入っていない自然のままの
森林があります。

新地町の自然と地勢

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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　本町は、四季を通じて住みやすい穏やかな気候に恵まれ、旧石器時代の遺跡をはじめ、縄文
時代の「新地貝塚」や「三貫地貝塚」などがあり、いにしえの人々の歴史が刻まれています。
三貫地貝塚からは 100 体を超える縄文人骨が出土し、今まで漠然としていた縄文人の特徴を
観察する研究材料となりました。近年では最新のＤＮＡ解析技術により、アジア地方の中でも
特筆に値することが判明しました。
　浜では優良な砂鉄が採取できたことから、４世紀（古墳時代）には製鉄が盛んに行われ、武
井製鉄遺跡群や北原製鉄遺跡群などの大規模な遺跡群が残っています。また、年間を通じて好
天に恵まれる土地からか古墳時代の製塩跡（塩田）として師山遺跡などが所在し、仙台伊達藩
時代にも今泉地区や藤崎地区では非常に均整のとれた塩田跡が確認されています。
　近世の戦国時代には伊達氏と相馬氏の政争の地となり、天正 17（1589）年５月に伊達政宗
によって駒ケ嶺、新地の両城が攻略され、以後伊達領となって明治維新を迎えました。
　そして、明治５（1872）年５月には、学校発布に先立ち福島県で最も古い共立学校「観海堂」
が開校しました。
　明治９年８月２１日の右大臣岩倉具視通達により、それまで宮城県宇多郡に所属していた新
地が福島県に帰属することが決定しました。
　明治 22（1889）年の町村制施行では、福田・新地・駒ケ嶺の３ヵ村が誕生し、昭和 29（1954）
年には、３ヵ村が合併し新しい新地村が誕生、昭和 46（1971）年に町制を施行しました。
　昭和 40 年代後半には、相馬港を拠点とした相馬地域開発が開始されたほか、公立相馬病院
が開設、老人憩いの家、町営住宅（愛宕）の建設など医療・福祉を中心とした生活関連施設の
整備が進みました。
　昭和 50 年代には農業基盤や集落環境の整備が進められるとともに、各地区の簡易水道が統
合されて、上水道が計画区域全域に完成しました。また、駒ケ嶺公民館、町民野球場などの教
育文化施設やスポーツ施設、福田・新地・駒ケ嶺・浜保育所が整備されました。
　昭和 60 年代に入ると、省エネルギーのため産業構造変革への取り組みが必要とされました。
また、バブル経済が発生するものの元号が変わった平成初期には崩壊し、これに続く深刻な不
況、円高の進展など厳しい状況が続きました。
　平成５（2003）年に相馬中核工業団地の第１期造成が完了し、翌年の７月に相馬共同火力
発電㈱新地発電所１号機、平成７（2005）年７月に２号機が運転を開始しています。また、
農村環境改善センターや保健センター、小・中学校の改築、さらには図書館や総合体育館の整
備、町役場の改築など公共施設を相次ぎ整備してきました。また、国道６号相馬バイパスや下
水道などインフラも整備され、相馬中核工業団地への企業立地も進みました。
　平成 23（2011）年３月 11 日に発生した東日本大震災は、地震と大津波により多くの生命
とふるさとの姿が失われました。町総面積の約５分の１にあたる約 9.4㎢が津波で浸水し、そ
のうち農地は本町の農地の約 4 割にあたる約 4.2㎢が、また家屋は全世帯の約４分の１にあた
る 630 世帯に全半壊の被害がありました。
　その後は沿岸部を災害危険区域に指定し、住宅を失った津波被災者の高台移転による「すま
い再建事業」を最優先課題として取り組み、防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業に
より、防災集団移転団地 157 区画、災害公営住宅 129 戸を整備しました。さらに「コミュニ

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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三貫地貝塚（昭和 27 年発掘調査風景）

相馬中核工業団地の造成

浜保育所開所（昭和 53 年 10 月）

ＪＲ常磐線運転再開 新地駅 記念式典

ティ・絆」や「仕事・なりわい」の復興、「新たなまちの拠点づくり」を目指して、新地駅周
辺市街地復興整備事業や防災緑地整備事業等を実施してきました。
　交通・産業の基盤整備は、常磐自動車道・新地インターチェンジが平成 26（2014）年 12
月に開通、JR 常磐線・新地駅と周辺の線路は内陸に移設し平成 28（2016）年 12 月に運転再開、
相馬港では LNG ※ 1 基地が平成 30（2018）年 3 月に操業開始、新たな主要地方道相馬亘理線
は令和 3（2021）年 4 月に、東北中央自動車道・相馬福島道路は 5 月に全線開通予定となっ
ています。

※ 1  気体であるガスを液化した液化天然ガスのことで、主に都市ガス、天然ガス自動車などの燃料として利用される。

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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第３章

相馬共同火力発電（株）
新地発電所

埓 川

新地ＩＣ

山元南
スマートＩＣ

大槻神社

常磐自動車道

E6

龍昌寺

古館公園
東林寺

福田小

福田保育所

新地北工業団地

北原製鉄遺跡

八重垣神社

新地小
尚英中

雀塚古墳

二羽渡神社

新地高校

総合体育館

野球場

渡辺病院

法輪寺

駒ケ嶺公民館
駒ケ嶺保育所

駒ケ嶺小

新地浄化
センター

フットサル場
釣師防災緑地

ラウンドアバウト
（環状交差点）

大戸浜観音堂

JR常磐線

相   馬   港

相馬市

LNG受入基地
石油資源開発（株）相馬事業所
天然ガス発電所
福島ガス発電（株）

聖ヨハネ
磯山教会

新地南
工業団地

新地保育所

駒ケ嶺駅

新地消防・
防災センター

相 

馬 

新 

地 

線

宮城県山元町

海が見える
駐車場

埓浜
防災緑地

埓浜
防災緑地

海が見える
駐車場

394

103

389

新地町
役場

 
 

駒ケ嶺駅駒

ラウン
（環状交

大戸大戸

フットサ

新地消防・
防災センター

新地浄
セン

埓 川

①‒7

①‒1

①‒2

①‒3

①‒4

①‒6
町道駒ケ嶺新地線

②‒2

②‒5

雁
小
屋
線

②‒1②‒4

②‒7

④‒2

⑤

町
道
大
戸
浜
今
泉
線（
避
難
道
）

町道大戸浜
富倉線
（避難道）

町道宮田踏込畑線（避難道）

民間の水産加工施設

荷さばき・製氷施設
漁具倉庫
災害復旧事業

岸壁かさ上げ等

江堀川排水路

町道田中大戸浜線

臨港道路

町道釣師漁港線

主要地方道・相馬亘理線（バイパス整備）

一般県道・新地停車場釣師線

一般県道・金山新地停車場線作田西線

町道中島谷地田線
103

171
②‒8

埓川

三滝川

砂子田川

主要地方道相馬亘理線（災害復旧事業）

釣師浜漁港海岸

漁業集落強化事業（漁具干場）

漁業集落強化事業（道路）

濁川

立田川

牛川排水路

④‒1

⑩‒1

⑩‒2

⑩‒3

アバウトト
差点）

④‒‒1

⑪‒1

⑪‒2

⑪‒3 ⑪‒4

③‒1
③‒2

雁小屋北線

①‒5

②‒3

地蔵川堤体かさ上げ

①

②‒6

JR 常磐線
新地駅

復旧復興
状　況

新地町

① ‒1 作田東団地
① ‒2 作田西団地
① ‒3 岡団地
① ‒4 雁小屋団地
① ‒5 大戸浜団地
① ‒6 富倉団地
① ‒7 雁小屋西団地

防災集団移転促進事業１ 漁業・港湾事業10

⑪ ‒1 JR常磐線
⑪ ‒2 海釣公園災害
　　　復旧事業
⑪ ‒3 新地IC
　　　バスストップ
⑪ ‒4 LNG基地

その他11

⑩ ‒1 釣師浜漁港
⑩ ‒2 漁具干場
⑩ ‒3 相馬港

③ ‒1 被災市街地復興土地区画整理事業
③ ‒2 津波復興拠点整備事業

新地駅周辺市街地復興整備事業３

④ ‒1 釣師防災緑地整備事業
④ ‒2 埓浜防災緑地整備事業

防災緑地整備事業４

被災高齢者共同住宅整備事業５

道路事業（復興道路、災害復旧道路）６

河川事業（改修事業、災害復旧事業）７

海岸事業８

農地・農業用施設復旧事業９

② ‒1 愛宕東団地
② ‒2 駒ケ嶺原団地
② ‒3 大戸浜団地
② ‒4 岡団地
② ‒5 雁小屋団地
② ‒6 作田東団地
② ‒7 作田西団地
② ‒8 中島団地

災害公営住宅整備事業２

サル場サ

埓浜
防災緑地

浜
緑地

④④‒2

線線

新地町における復旧復興状況
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第３章

出典：昭和 50（1975）年～平成 27（2015）年迄は、国勢調査結果（総務省統計局）
平成 28（2016）年～令和元（2019）年迄は、福島県現住人口調査月報（各年 10 月 1 日現在）
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平成28（2016）年～令和元（2019）年迄は､福島県現住人口調査月報（各年10月1日現在）
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続けたい
26.9%

たぶん住み続ける
49.4%

仕事や個人の
事情で移転も
予想される
8.9%

できれば町外
へ移転したい
6.9%

わからない
7.3% 無回答

0.6%

n=507

町民の約８割が「住み続けたい」と回答

৽஍ொͷگݱɾ՝୊
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　本町の人口は、昭和 50（1975）年以降では平成７（1995）年の約 9,100 人をピークに、
東日本大震災の影響もあり、平成 27（2015）年には約 8,200 人まで減少しました。その後、
人口は緩やかな回復基調にありましたが、平成 29（2017）年以降は人口減少に転じています。
　少子高齢化も進展しており、令和元（2019）年には 65 歳以上の老年人口比率は 32.0％と
３割を超え、14 歳以下の年少人口は減少傾向が続いています。
　人口減少・少子高齢化が進む一方で、町民の約８割は今後も本町に「住み続けたい・住み
続ける」と回答しており、定住意向が高いことが町民アンケートの結果から明らかとなって
います。
　今住んでいる方々のまちづくりに求めるニーズに応え、次世代を担う若者が移り住みたくな
るまちづくりを進める必要があります。

総人口の推移

年齢３区分別人口割合の推移 定住意向【町民アンケート調査結果】

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ

－ 11－



出典：統計でみる市区町村のすがた2019（総務省統計局） 出典：福島県消費購買動向調査結果【令和元（2019）年】
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新地町
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相馬市

1.0%

4.1%

2.9%

宮城県

1.0%

1.0%

3.8%

その他

10.5

7.3

6.3

1.8

27.2

28.0

12.0

3.9

3.7

17.0

4.3
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38.7

57.6

2.2

4.1

6.3

4.5
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40.0

76.9
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住宅価格や家賃
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交通の便

買い物の利便性
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地域での人間関係

子育てのしやすさ

教育環境・条件

福祉の充実度

病院などの保健・医療体制

公共施設の充実度

道路・公園美化など生活環境

町の安全性

自然環境や景色がよい

文化的な環境

町のイメージ

その他

回答割合（単位：％）

魅力的な点

不満な点

n=507
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　本町の人口１万人当たりの小売店舗数は周辺都市と比較して少なく、日常生活に不可欠な日
用品、食料品や医療品等の購買について周辺市町に依存している状況にあります。町民アンケー
ト調査結果からも、町民の大多数（約 77％）が「買い物の利便性」に不満を感じていること
が明らかになっており、生活利便施設の立地誘導に向けた取り組みを進めています。
　また、町民アンケート調査結果から約 40％が「交通の便」に不満を感じており、交通弱者
を対象とした日常の移動を支援する取り組みを進めることが必要です。
　保健・医療については、魅力を感じている一方で、不満を感じている割合も高く、特に産婦
人科や小児科の確保が課題となっています。

小売店数（人口１万人当たり）

新地町の魅力的な点、不満な点【町民アンケート調査結果】

町民の購買動向【令和元（2019）年】
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出典：商業統計調査、経済センサス

（総務省・経済産業省）
出典：工業統計調査、経済センサス

（総務省・経済産業省）
出典：生産農業所得統計、市町村別

農業産出額　 （農林水産省）

52.2

40.3

64.5

85.7

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

平成19
（2007）年

平成24
（2012）年

平成26
（2014）年

平成28
（2016）年

平成20
（2008）年

平成23
（2011）年

平成26
（2014）年

平成29
（2017）年

平成18
（2006）年

平成26
（2014）年

平成28
（2016）年

平成30
（2018）年

単位：年間商品販売額（億円）

141.0

72.1

104.9

133.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

単位：製造品出荷額等（億円）

19.3

12.4 12.7 13.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

単位：農業産出額（億円）

0.6高

満
足
度

低

低 重要度

重要度が高く
満足度も高い

高

1.5 2.0 3.02.5

0.4

0.2

－0.2

－0.4

－0.6

0.0

重要度が高い
にも関わらず
満足度は低い

水と緑豊かな
まちづくり

健康づくり
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漁業の復興
農業の復興

土地利用

商工業の振興

観光・交流の振興
道路・交通
ネットワーク
の整備

生涯学習と生涯スポーツ・
レクリエーションの振興

住民参画の推進

「環境保全」の取り組み 高齢者福祉
子育て支援

̏ ଟ༷ͳۀ࢈ͷৼڵɾ෮ڵ

　本町の商業販売額、工業製造品出荷額や農業産出額は、東日本大震災後に落ち込みましたが、
回復傾向にあります。
　町民アンケート調査結果によると、本町の産業振興（商工業、農業、漁業、観光・交流の振
興・復興）に関する取り組みについて重要性が高いと感じている町民が多い一方で、満足度は
低い結果となっています。
　また、本町を取り巻く環境の変化として、相馬 LNG 基地の操業開始、常磐自動車道の全線
開通、東北中央自動車道・相馬福島道路の開通が挙げられます。これらを好機ととらえ、多様
な産業集積を有する本町の特性を踏まえた産業振興の取り組みを進めることが必要です。

【商業】年間商品販売額
（小売業・卸売業）の推移

新地町の各取り組みに対する満足度・重要度【町民アンケート調査結果】

【工業】製造品出荷額等
の推移

【農業】農業産出額
　　の推移

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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釣師浜海水浴場（令和元年再開）

みちのく潮風トレイル（鹿狼山周辺散策）

防災緑地でのイベント

白幡のイチョウ（福島県天然記念物）

̐ ࣗવڥ؀ͷอશɾ׆༻

　本町は、海・里・山・田園の豊かな自然環境を有し、豊富な産物にも恵まれています。本町
の魅力的な点として「自然環境や景色がよい」が町民アンケート※で最も多く挙げられており、
本町の豊かな自然環境は町民にも高く評価されています。
　また、東日本大震災からの復興事業により、大規模な釣師防災緑地や埓浜防災緑地が整備さ
れ、本町の自然環境は更に魅力と多様性を有する貴重な地域資源となっています。
　これらの地域資源の保全・活用を図り、町民の豊かなライフスタイルを支えるとともに、自
然環境の魅力を町外へ効果的に発信し町内外の交流を促進するなど、本町の活力を高める取り
組みを進めることが必要です。

※「自然環境や景色がよい」の町民アンケート調査結果は、前出の「２．生活利便性の確保」
のグラフ“新地町の魅力的な点、不満な点”を参照

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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50.5
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21.1
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3.7

安心・安全に暮らせること

健康的に生活できること

地域の中でお互いに助け合うこと

経済発展などによる活力のあること

生きがいを持ち自己実現できること

心の豊かさを実感できること

家庭を大切にすること

時間的なゆとりを実感できること

思いやりの心に満ちていること

自分の適性や能力を活かせること

物質的な豊かさを実感できること

交流の活発なこと

自己責任や自立自助に基づくこと

回答割合（単位：％）

̑ ͷ੔උڥਟͰ҆શ҆৺ͳ؀ڧ

　本町は、東日本大震災による被災者の住まいの再建（防災集団移転団地・災害公営住宅等の
整備）、インフラ整備（防災緑地、道路、防潮堤等）や新たな拠点整備（新地駅周辺市街地復
興整備事業等）などの基盤整備事業が概ね完了しており、東日本大震災を教訓に、災害に強い
まちづくりを推進しています。
　一方で、地球温暖化に伴う気候変動による水害、土砂災害が頻発化・激甚化しており、災害
リスクの拡大が懸念されます。加えて、社会環境の面では、高齢化の進展により地域で助け合
う力の低下、道路や橋などの老朽化等により新たな防災上の課題への対応が求められる状況と
なっています。
　震災と復興の経験と教訓を継承し、また、町民が培ってきた地域の絆や自助・共助といった
町民力を結集し、新たな防災上の課題に対応した安全安心な環境整備に向けた取り組みを進め
ることが必要です。

これからの社会で重視するべきもの【町民アンケート調査結果】

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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出典：昭和55（1975）年～平成27（2015）年迄は、国勢調査結果（総務省統計局）
令和元（2019）年は、福島県現住人口調査月報（各年10月1日現在）
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̒ ԉࢧΓͷͮ͘߁ͷ݈ऀྸߴ

　本町の 65 歳以上の老年人口割合は令和元（2019）年時点で 32.0％と３割を超え、超高齢
社会への進展が顕著です。
　超高齢社会の進展を背景に、これからの社会で重視するべきものとして、「健康的に生活で
きること」が多く挙げられており、特に 70 歳以上の町民の健康に対する意識が高いことが町
民アンケート調査結果より明らかになっています。
　高齢者の健康づくりを支援し、誰もがいきいきと安心して暮らせる環境づくりを進めること
が必要です。

老年人口割合（65歳以上）の推移

70歳以上の町民の “これからの社会で重視するべきもの ”【町民アンケート調査結果】

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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行政に期待すること【町民アンケート調査結果】

̓ ͷॆ࣮ڥҭ؀ڭҭͯɾࢠ

　本町の出生数は、近年、年間 50 ～ 60 人の間で推移しており、東日本大震災前の水準を超
える年があるほど回復しているものの、小学生は減少傾向にあり、14 歳以下の年少人口比率
は人口ピーク時の平成 7（1995）年の 17.8％から、令和元（2019）年の 12. ９％まで減少
しています。
　少子化が進展するなかで、行政に期待することとして、「子育て支援の充実」が最も多く挙
げられていることが町民アンケート調査結果より明らかになっています。
　本町の豊かな自然環境やレクリエーション施設等を活かし、魅力ある子育て環境の創出や教
育環境の充実に向けた取り組みを進めることが必要です。

※ 14 歳以下の年少人口比率は、前出の「1．定住人口の確保」のグラフ “ 年齢 3 区分別人口割合の推移 ” を参照
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地区の夏休みふれあい広場

地区のしめ縄餅つき大会

花いっぱい運動

中学校と大学との連携

̔ ಇͷ·ͪͮ͘Γͷਪਐڠ

　少子高齢化や人口減少等、急速に社会が変化する中で、地域の課題や町民のニーズは多様化・
複雑化していますが、全ての課題を行政だけで担うことは難しくなってきています。
　一方で、自分たちで魅力あるまちをつくろうと、青少年育成、スポーツ、観光などの多方面
において活動する団体も現れています。
　町民アンケート調査結果より、「町民の参加する場」、「地域コミュニティへの支援」ととも
に「行政情報の発信」に大きな期待を寄せていることがうかがえます。
　町民が安全・安心に暮らし、活力ある地域づくりを進めていくため、行政区が参画し、地域
の課題解決に取り組める体制づくりや町民活動団体の自主的な活動への支援とともに、事業者・
教育機関・行政等との連携により、それぞれの役割の下で強みを活かし、弱みを補完し合う「協
働のまちづくり」を一層推進していくことが必要です。さらに、町の各種情報を町民にしっか
り発信して、問題意識の共有化や町の魅力等を伝えていくことが求められます。

ୈᶗ෦ɹୈ �ষ
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第６次新地町総合計画の体系

人と自然が  ともに輝き

笑顔あふれるまちづくり

まちづくりの基本理念 まちづくりの目標 施策の大綱
施　策 主な取り組み

安心して暮らせる 

活力あるまち  しんち

新地町のめざす将来像

１-１ 若者定住化の促進 雇用、町営住宅、宅地化、
移住・定住

企業誘致、地元企業支援、起業支援、
相馬港利活用、特産品開発

農林水産業（担い手、経営安定、復興）、
有害鳥獣対策、６次産業化、地産地消

観光・交流、情報発信

１-３ 商工業の振興

１-２ 地域資源を活か
　　   した観光交流

い

い

１-４ 農林水産業の振興・
　　   復興

２-１ 防災体制の充実 防災、耐震、河川、感染症対策、
消防、救急

道路、公共交通

防犯、交通安全、消費者対策

２-３ 交通体系の充実

地球温暖化防止、公害防止、環境美化、
不法投棄対策、ゴミ処理、上下水道２-４ 地域環境の保全

森林保全、環境学習、公園・緑地２-５ 緑の保全と活用

２-２ 犯罪や事故のない
　　   まちづくり

３-１ 健康づくりの推進 健康づくり、健診推進

地域包括ケアシステム、
高齢者（社会参加、介護保険、高齢者福祉）

医療、救急

３-３ 高齢者福祉の充実

３-２ 安全で質の高い
　　   医療の充実

社会福祉、障がい者福祉、社会保障３-４ 地域ぐるみ福祉の確立

４．未来につながる
　　まちづくり

４-１ 子育て支援 子育て世代包括支援センター、
保育所、児童館

ICT活用教育、食育、家庭教育、
特別支援（学習、介護）

生涯学習、芸術文化、図書館、
ボランティア活動の推進

４-２ 特色ある教育

４-３ 生涯学習・
　　   ボランティアの推進

歴史文化、スポーツ活動４-４ 文化・スポーツの充実

５．住民力を活かす
　　まちづくり ５-２ デジタル化の推進 デジタル化、情報モラル教育

行政の効率化、財政健全化

協働、広報・広聴、男女共同参画

５-３ 持続可能な行財政運営

５-１ 協働による
　　   まちづくりの推進

産学官連携、広域連携５-４ 多様な主体との連携

１．快適で活力ある
　　まちづくり

２．災害に強く
　　安全安心な
　　まちづくり

３．健康で元気な
　　まちづくり
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第６次新地町総合計画の体系

人と自然が  ともに輝き

笑顔あふれるまちづくり

まちづくりの基本理念 まちづくりの目標 施策の大綱
施　策 主な取り組み

安心して暮らせる 

活力あるまち  しんち

新地町のめざす将来像

１-１ 若者定住化の促進 雇用、町営住宅、宅地化、
移住・定住

企業誘致、地元企業支援、起業支援、
相馬港利活用、特産品開発

農林水産業（担い手、経営安定、復興）、
有害鳥獣対策、６次産業化、地産地消

観光・交流、情報発信

１-３ 商工業の振興

１-２ 地域資源を活か
　　   した観光交流

い

い

１-４ 農林水産業の振興・
　　   復興

２-１ 防災体制の充実 防災、耐震、河川、感染症対策、
消防、救急

道路、公共交通

防犯、交通安全、消費者対策

２-３ 交通体系の充実

地球温暖化防止、公害防止、環境美化、
不法投棄対策、ゴミ処理、上下水道２-４ 地域環境の保全

森林保全、環境学習、公園・緑地２-５ 緑の保全と活用

２-２ 犯罪や事故のない
　　   まちづくり

３-１ 健康づくりの推進 健康づくり、健診推進

地域包括ケアシステム、
高齢者（社会参加、介護保険、高齢者福祉）

医療、救急

３-３ 高齢者福祉の充実

３-２ 安全で質の高い
　　   医療の充実

社会福祉、障がい者福祉、社会保障３-４ 地域ぐるみ福祉の確立

４．未来につながる
　　まちづくり

４-１ 子育て支援 子育て世代包括支援センター、
保育所、児童館

ICT活用教育、食育、家庭教育、
特別支援（学習、介護）

生涯学習、芸術文化、図書館、
ボランティア活動の推進

４-２ 特色ある教育

４-３ 生涯学習・
　　   ボランティアの推進

歴史文化、スポーツ活動４-４ 文化・スポーツの充実

５．住民力を活かす
　　まちづくり ５-２ デジタル化の推進 デジタル化、情報モラル教育

行政の効率化、財政健全化

協働、広報・広聴、男女共同参画

５-３ 持続可能な行財政運営

５-１ 協働による
　　   まちづくりの推進

産学官連携、広域連携５-４ 多様な主体との連携

１．快適で活力ある
　　まちづくり

２．災害に強く
　　安全安心な
　　まちづくり

３．健康で元気な
　　まちづくり

ୈᶘ෦
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第１章 第２章

人と自然が  ともに輝き
笑顔あふれるまちづくり

·ͪͮ͘Γͷجຊཧ೦

　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災による地震と津波により、多くの町民のかけ

がえのない生命が失われ、家屋も崩壊を余儀なくされました。さらに、東京電力福島第一原子

力発電所事故に伴う放射能汚染により、農林水産物などへの風評被害も加わりました。復旧・

復興に際して多くの皆様からの温かなご支援と激励をいただいたことにより、町民一丸となり

「絆の大切さ」を実感しつつ、復旧・復興・創生をめざし、勇気を持って日々まい進しています。

　私たちは、海・里・山・田園の景観が織りなす四季折々の表情豊かな自然に恵まれたふるさ

と「新地町」で暮らしています。本町を取り巻く情勢は時を追って変化していきますが、今後

もこの恵まれた環境を守り、町民の豊かな心を育み、ともに助け合いながら笑顔あふれる元気

なまちづくりをめざすため、「人と自然が ともに輝き　笑顔あふれるまちづくり」を基本理念

とします。
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第２章

安心して暮らせる 
活力あるまち  しんち

৽஍ொͷΊ͟͢কདྷ૾

　本町は、豊かな自然と長い歴史の中で培われてきた地域文化に恵まれ、それぞれの地域にお
いて良好なコミュニティが育まれており、地域活動が行われています。一方で、少子高齢化を
はじめ、人口減少、産業振興、復興、災害対策など、様々な社会変化への対応が求められてい
ます。
　これらの課題に対応するため、コミュニティの力を活かし、町民と行政がともに手を取り、
子どもからお年寄りまで誰もが安心して暮らせる持続可能なまちづくりに取り組みます。
　また、日本全体が人口減少社会に向かう中、東日本大震災後に整備された新たな施設と既存
の地域資源などを活用し、小さくても光り輝く魅力あるまちづくりを推進します。また、本町
の情報を広く発信して、交流人口の増加、定住化を促進し、活力あるまちをつくっていきます。
　このことから、町民みんなが「安心して暮らせる　活力あるまち　しんち」をめざし、将来
像とします。

ୈᶘ෦ɹୈ �ষ
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第３章 ·ͪͮ͘Γͷ໨ඪ

̍ շదͰ͋ྗ׆Δ·ͪͮ͘Γ

　子どもから高齢者まで誰もが暮らしやすい地域づくりを将来においても維持するため、円滑
な宅地化や空き家・空き地の活用などを進め、若者を中心とした移住・定住を促進していきます。
　また、釣師防災緑地公園や文化交流センターなど震災からの復興で整備された新たな地域資
源を含め、スポーツ施設や公園などの魅力ある施設を活かし、交流人口の拡大を図るとともに、
町内外に向けて情報の発信を行い、観光振興と活気にあふれたまちづくりを進めていきます。
　企業誘致や地元企業の支援などでの商工業の振興とともに、食料品店などの日常的な買い物
環境の充実に取り組んでいきます。新地駅周辺施設では誰もが利用しやすく、多くの人が集う
ことのできる交流の場を創造していきます。
　地域経済の活性化に向けて、起業支援や地域ブランド※ 1 づくり、６次産業化※ 2 の支援など
とともに、新たな形態や手法による農林水産業の振興・復興を図り、安定した雇用環境を確保
していきます。

※ 1  その地域に存在する自然、歴史・文化、食、観光地、特産品、産業などの地域資源の「付加価値」を高め、他の地域との差
別化を図ることにより、市場において情報発信力や競争力の面で比較優位を持ち、地域住民の自信と誇りだけでなく、旅行
者や消費者等に共感、愛着、満足度をもたらすもの。

※ 2  6 次産業の「6」は、1次・2次・3次のそれぞれの数字を掛け算したものであり、農業や水産業などの生産（1次）だけでなく、
食品加工（2次）、流通・販売など（3次）にも生産者が主体的かつ総合的に関わることで、第 2 次・3 次産業事業者が得て
いた付加価値を生産者が得ようとする取り組みのこと。

※ 3  ハードとは施設や設備、機器、道具といった形ある要素のこと。
※ 4  ソフトとは人材や技術、意識、情報といった無形の要素のこと。

̎ શ҆৺ͳ·ͪͮ͘Γ҆͘ڧʹ֐ࡂ

　地震や台風などの自然災害をはじめ、大規模な事故や新たな感染症など危機事象が多様化す
る中で、町民の人命を守り経済社会への被害を最小限におさえて迅速な回復を図るため、道路
や河川の施設整備や維持管理、個人住宅の耐震化などのハード※ 3 対策や、防災行政無線の活用、
防災教育の実施などのソフト※ 4 対策を組み合わせた国土強靭化に取り組んでいきます。
　また、地域ぐるみで防犯活動や交通安全対策に取り組むとともに、交通面では国県道改良の
要望や町道整備などの身近な生活道路の整備に努めるほか、町民の利用ニーズに応じた公共交
通の実現をめざしていきます。複雑多様化する消費者対策については、警察や福島県消費生活
センターなどの関係機関と連携し、安心して暮らせる地域社会の実現に努めていきます。
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※ 1  太陽光や地熱、風や水などのように、自然界に存在する環境や資源を利用するエネルギーのこと。
※ 2  エネルギーを消費していく段階で無駄を省き，効率的な利用を図ること。
※ 3  情報通信技術（Information and Communication Technology）を活用し、学校教育の中でタブレット端末やインターネット

等を用いて、子ども達が様々な情報を主体的に収集・整理・分析等を行い、学習すること。

̏

̐

ͳ·ͪͮ͘ΓؾݩͰ߁݈

ະདྷʹͭͳ͕Δ·ͪͮ͘Γ

　健康は暮らしの基本であることから、各種健診や運動習慣の定着に努め、心身ともに健康で
寝たきりにならない期間（健康寿命）を伸ばし、みんなが元気に暮らせる町をめざしていきます。
　また、かかりつけ医や病院との連携、救急医療体制の充実など、安心できる医療サービスの
充実を図っていきます。
　高齢者は町内人口の３割を超えており、今後も増加することが予想されます。老人クラブの
活動やシルバー人材センターでの就労などをサポートして元気な高齢者を増やしていきます。
　さらに、子どもからお年寄り、障がいのある方など、誰もが暮らしやすい地域づくりを推進
するため、みんなで支え合う地域ぐるみの福祉に取り組んでいきます。

　将来における出生数の確保に向けて、健康診断や相談体制、子どもの預かり体制の充実を図
るなど、妊娠・出産から子育てまでの一貫した支援の充実を図っていきます。
　また、ＩＣＴ活用教育※3 などを取り入れた教育環境の充実を図るとともに、学校と家庭、地域、
行政が連携し、子どもの心身の健全な発達を支援していきます。
　生涯学習として、文化活動、読書活動、レクリエーション活動、ボランティア活動など、町
民や各種団体の主体的な取り組みを　
　文化やスポーツでは、歴史や芸術文化の町民への周知や気軽にスポーツに親しめる環境づく
りに努め、本町への誇り・ふるさとを愛する心の醸成、健康保持・増進と交流の増大を図って
いきます。

　低炭素社会に向けた再生可能エネルギー※ 1 の利活用や省エネルギー※ 2 の推進、環境美化活
動への支援により、豊かな自然に恵まれた美しい町を次世代につないでいきます。
　森林は、保水能力や災害を防ぐ役割のほか憩いや学びの場など、多様な機能を有しているこ
とから、育成・保全を図っていきます。

ୈᶘ෦ɹୈ �ষ
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第４章

※ 1  アナログデータをデジタルデータに変換することから、デジタルデータに基づいて社会環境を変革し、新しい価値を生み出
していくこと。

̑ ॅຽྗΛ׆
い

͔͢·ͪͮ͘Γ
　様々な社会変化へ対応するため、行政だけではなく行政区や各種団体などとともに協働によ
るまちづくりに取り組みます。
　また、町民の意見を町政に反映させるため、町民全体の幅広い世代の参画に努めていきます。
　デジタル化社会※ 1 の到来を踏まえ、町政情報や防災情報などの共有が図られるよう、発信
力の強化を図っていきます。
　時代に即した効果的な行政サービスの充実とそれを支える健全な行財政の運営に取り組んで
いきます。
　復旧・復興の取り組みをとおしたつながりなどを活用しながら、産学官など多様な主体との
連携を図っていきます。

ୈᶘ෦ɹୈ �ষ
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第４章 ߝͷେࡦࢪ

̍ շదͰ͋ྗ׆Δ·ͪͮ͘Γ

【主な取り組み】　雇用、町営住宅、宅地化、移住・定住

̍ô̍ɹएऀఆॅԽͷଅਐ
　交通利便性の高い駅周辺地区から自然豊かな集落まで、地域特性に応じて生活環境の充実
を図るとともに、町営住宅や空き家・空き地の情報提供、宅地化など住まいについて様々な
支援を行い、若者世代を中心とした町内への新たな移住・定住を促進します。
　また、関係団体などとの連携により就労支援や若者の出会いの場の創出、子育て環境の充
実に取り組みます。

̍ô̎ɹ஍Ҭ資ݯΛྲྀަޫ؍͔ͨ͠׆
　本町が持つ豊かな自然に加え、震災後に整備された運動・交流施設や防災緑地公園、観光
ルートなどの魅力ある資源を活かし、イベント開催や広域観光について多様な主体と連携し
取り組みます。
　また、町内外への情報発信の充実に努め、交流の活発化を図ります。

【主な取り組み】　観光・交流、情報発信

̍ô̏ɹ঎ۀ޻ͷৼڵ
　経営体質改善、企業育成などの地元企業支援をとおして、商工業の振興を図るとともに、
新たな産業を含めた企業誘致や起業支援、重要港湾及びエネルギー港湾として重要な役割を
果たしている相馬港の利活用促進など、町民の新たな就労の場と活力を創出します。
　また、地元食材を活用した特産品づくりの推進と安定的な消費体制の充実を図ります。

【主な取り組み】　企業誘致、地元企業支援、起業支援、相馬港利活用、特産品開発

̍ô̐ɹ೶ྛਫۀ࢈ͷৼڵɾ෮ڵ
　特色ある農林水産業の振興・復興に向けて、既存の基盤を活かしながら、６次産業化や地
産地消に取り組むとともに、担い手の創出や経営安定、法人化など、様々な形態による取り
組みを進めます。
　また、食品中の放射性物質にかかる情報発信など東京電力福島第一原子力発電所事故によ
る風評被害対策や、農作物などへの被害を防止するため有害鳥獣対策などに取り組みます。

【主な取り組み】　農林水産業（担い手、経営安定、復興）、有害鳥獣対策、６次産業化、
　　　　　　　　地産地消

ୈᶘ෦ɹୈ �ষ
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̎ô̍ɹ๷ࡂମ੍ͷॆ࣮

̎ô̎ɹ൜ࡑ΍ނࣄͷͳ͍·ͪͮ͘Γ

̎ô̏ɹަ௨ମܥͷॆ࣮

̎ô̐ɹ஍Ҭڥ؀ͷอશ

【主な取り組み】　防災、耐震、河川、感染症対策、消防、救急

　東日本大震災を教訓として、台風や大雨、地震など大規模な自然災害や事故、新たな感染
症などに対応するソフト及びハードの対策を組み合わせた防災・減災対策を行うとともに、
町民自身による自助及び地域などにおける共助により、命と暮らし最優先のまちづくり・人
づくりを推進します。
　また、緊急時における人命の確保に向けて、消防や救急の体制充実及び連携を図ります。

　安心した暮らしに向けて、ながら見守りや交通安全運動、通学路の立ち番活動など、町民、
事業者、行政などが一体となり、防犯対策や交通安全対策に取り組みます。
　また、時代の変化に応じて、商品購入や電子決済に関する詐欺など消費者被害の未然防止
と相談体制の充実を図ります。

　町道の改良、通学路の整備などに取り組むとともに、常磐自動車道の４車線化や国県道改
良を要望し、移動の円滑化などを推進します。
　また、新地インターチェンジバスストップの高速バス利用促進やのりあいタクシー“しん
ちゃんＧＯ”の見直しなど、町民のニーズに応じた利用しやすい公共交通の充実を図ります。

　節電や節水による省エネルギーの取り組み、再生可能エネルギーの利活用を図るほか、ゴ
ミになるものを減らす、繰り返し使う、分別をして再生するなどゴミ減量化への取り組みに
より地球温暖化防止を推進します。
　住宅建築に伴う上下水道の整備、新規立地工場との公害防止協定締結など、地域環境の保
全に関して関係機関との連携を図ります。
　また、県や警察との連携による不法投棄対策とともに、河川・道路愛護など、地域による
環境美化の支援を行います。

【主な取り組み】　防犯、交通安全、消費者対策

【主な取り組み】　道路、公共交通

【主な取り組み】　地球温暖化防止、公害防止、環境美化、不法投棄対策、ゴミ処理、
　　　　　　　　上下水道

ୈᶘ෦ɹୈ �ষ
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̏ô̏ɹऀྸߴ෱ࢱͷॆ࣮

【主な取り組み】　健康づくり、健診推進

【主な取り組み】　森林保全、環境学習、公園・緑地

　誰もが健康でいられるように、定期健診や生活習慣病対策などによる疾病の予防、早期発
見・治療の充実とともに、妊娠・出産や乳幼児の時期には母と子の健康づくりを推進します。
　また、地場産品による食育や健康ウォークの推進など、楽しみながら取り組む健康づくり
を推進します。

　保水能力の高い水源かん養※ 1 や山地災害を防ぐ機能などを持つ森林環境の適正な保全と
ともに、森林環境学習の促進に取り組みます。
　公園や緑地などは、町民などが憩い、交流・活動する場として拠点性を有しており、本町
の大きな魅力であることから、適切な管理・運営を行います。

　かかりつけ医、かかりつけ歯科医を中心とした初期診療などの一次医療圏、入院医療及び
専門外来医療を提供する二次医療圏、より専門的、広域的な医療サービスを提供する三次医
療圏と、多様化・高度化するニーズに応じた効率的な医療サービスを適切に受けられるよう
県や医療機関との連携に取り組みます。
　また、救急搬送や休日夜間急患センターなど、救急医療体制の充実を図ります。

　高齢者が要介護状態にならないための取り組みの充実を図るとともに、サークル活動やボ
ランティア活動、シルバー人材センターなどを活用して社会参加を促進し、高齢者が元気で
いられる環境づくりを支援します。
　また、介護保険サービスの利用や高齢者福祉の充実により、安心して生活できる地域づく
りを推進します。

【主な取り組み】　医療、救急

【主な取り組み】　地域包括ケアシステム、高齢者（社会参加、介護保険、高齢者福祉）

※ 1  大雨が降った時の急激な増水を抑え、しばらく雨が降らなくても流出が途絶えないようにするなど、水源の山地から河川に
流れ出る水量や時期に関わる機能のこと。

ୈᶘ෦ɹୈ �ষ
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　援助を必要とする高齢者、障がい者、子どもなどが増加する中、地域福祉活動の中核を担
う社会福祉協議会や民生児童委員協議会、行政区、ボランティア団体などを中心に、町民み
んなで支え合いができる福祉を確立します。また、障がいに対する理解を深め、就労や生き
がい活動の支援に努めます。
　社会復帰を図ろうとする人を支える更正保護や介護保険などの社会保障の充実を図ること
により、誰もが暮らしやすい地域づくりを推進します。

【主な取り組み】　社会福祉、障がい者福祉、社会保障

̐ ະདྷʹͭͳ͕Δ·ͪͮ͘Γ
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【主な取り組み】　子育て世代包括支援センター、保育所、児童館

　医療費や保育・幼児教育などの子育てに係る負担の軽減、児童館での親子交流活動や育児
相談事業に取り組むとともに、子育て相談に係る包括的なセンター機能である「子育て世代
包括支援センター」を活かし、妊娠・出産・育児への不安の解消をサポートします。
　また、小学生の放課後の居場所として放課後児童クラブ、児童館の運営により、安心して
子育てができる環境づくりに取り組みます。

　自立・協働・創造に向けた主体的な学びを実現するため、ＩＣＴを活用した教育に取り組
み、コミュニケーション能力の育成と社会を生き抜く力を養います。
　小学生は、家庭学習用問題集「ち・か・ら」「鹿狼山」の配付による学習習慣の確立、中
学生では、進路実現や弱点克服に向けた「新地町トライ塾」の開催など、家庭との連携によ
る教育力の向上を図ります。
　食育をとおして地域人材の協力の下で、安全・安心に基づいた地場産品を活用した食育講
座や、健康課題の解決を図るための各校の特色に応じた取り組みなど、学校と家庭、地域、
行政が連携し、子どもの心身の健全な発達を支えます。

【主な取り組み】　ＩＣＴ活用教育、食育、家庭教育、特別支援（学習、介護）
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【主な取り組み】　協働、広報・広聴、男女共同参画

　まちづくりには、町民や行政などが協力して取り組む「協働」が欠かせません。そのため、
行政区や地域づくり団体など、自主的な活動を支援するほか、町民や関係団体などとの協働
の取り組みを推進します。
　また、町の広報紙やホームページなどにより必要な情報を積極的に発信するとともに、子
どもからお年寄りまで幅広い世代の町民が参加しやすい協働の体制づくりを推進します。

　観海堂跡、城跡、製鉄跡、貝塚、人物などの歴史文化資源を総合的に把握し、町民に周知
することで、その価値の共有や郷土への誇りと愛着を育みます。
　体育協会加盟団体等の活動支援に努めるとともに、フットサル※ 1 場やパンプトラック※ 2

などの新たな施設と既存施設を活用し、気軽にスポーツに親しむことができる環境づくりを
行い、心身の健康と交流の促進を図ります。また、競技スポーツへの支援を継続します。
　さらに、各種大会の開催などを、関係者及び各種団体と連携して行います。

　文化協会加盟団体等の活動支援に努めるなど、町民一人ひとりが主体的に学習する生涯学
習に対する意識向上を促進するとともに、図書館などで多様化・高度化する学習要求に対応
し、その成果を適切に活かすことができる地域社会づくりを推進します。
　また、町民が自らの手によって社会的な問題を解決し、可能性を伸ばし、生活の質を高める
ことでより良い生き方を実現できるよう、各種団体と連携・協力しながらボランティア活動を
推進・支援します。

【主な取り組み】　歴史文化、スポーツ活動

【主な取り組み】　生涯学習、芸術文化、図書館、ボランティア活動の推進

※ 1  基本的には室内で行われる、5 人制のサッカーのこと。
※ 2  土もしくは人工のコブとカーブで構成された周回コースであり、自転車やスケートボードなどにより滑走が可能であり、漕

がないで走ることができるコースのこと。
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　少子高齢社会の到来や価値観の多様化など社会の状況が変化していく中で、時代に即した
行政サービスを提供できるよう、効率的・効果的な事業執行や事務改善などにより財政健全
化を図り、持続可能な行財政運営を行います。

　安全・安心で快適に暮らすことができる地域社会を形成するため、東日本大震災からの復
旧・復興の取り組みをとおしたつながりなどを活用しながら、関係自治体、企業、大学など
との連携を図ります。
　また、広域連携や姉妹都市との連携を進めます。

【主な取り組み】　行政の効率化、財政健全化

【主な取り組み】　産学官連携、広域連携

̑ô̎ɹσδλϧԽͷਪਐ

【主な取り組み】　デジタル化、情報モラル教育

　国・県のデジタル化や情報化施策の進展などを踏まえて、各種申請に伴う本人確認のオン
ライン化など行政事務の効率化を図ります。観光情報から災害情報まで各種情報については、
町ホームページ※ 1 などのインターネットを活用し、迅速に掲載するよう取り組みます。
　また、児童生徒が情報に対する個人の責任を理解できるよう、情報モラル教育の充実を図
ります。　

※ 1  Web ブラウザを起動した時に最初に表示される Web ページ（スタートページ）のこと。

第５章
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実績値 推計値 目標値 

人口（人）

世帯数（世帯）
※人口の推計値及び目標値は将来人口の推計結果を百人単位で繰り上げ

※平成27(2015)年は年齢不詳人口を各区分の構成比により割り振り

第１次産業 

第２次産業 

第３次産業 

合計 

第１次産業：農業、林業、漁業 ※実績値の平成27(2015)年の合計には分類不能を含む
第２次産業：鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業
第３次産業：運輸業、郵便業、卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、医療、福祉、公務など

■人口・世帯数フレーム

■就業者人口フレーム

将来人口の推計結果

平成 27
（2015）年

令和2
（2020）年

令和7
（2025）年

令和12
（2030）年

8,218 8,000 7,900 7,700

2,699 2,800 2,900 3,000

実績値 推計値 目標値 

就
業
者
人
口
（
人
）

平成 27
（2015）年

令和2
（2020）年

令和7
（2025）年

令和12
（2030）年

437
（10.8%）

380
（9.7%）

323
（8.5%）

274
（7.3%）

1,475
（36.3%）

1,480
（37.8%）

1,438
（37.7%）

1,403
（37.6%）

2,153
（53.0%）

2,058
（52.5%）

2,056
（53.9%）

2,056
（55.1%）

4,071
（100.0%）

3,918
（100.0%）

3,817
（100.0%）

3,733
（100.0%）

単位：（人） 単位：（％）

0

3,000

6,000

9,000

0

30

60

90
7,8077,9988,218

7,651

令和7
（2025）年

令和2
（2020）年

平成27
（2015）年

令和12
（2030）年

2,6492,5922,472
2,546

4,2384,4214,641 4,180

9209851,105 925

54.3%55.3%56.5% 54.6%

11.8%12.3%13.4% 12.1%

33.9%32.4%30.1% 33.3%

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳～）

年少人口比率
老年人口比率

生産年齢人口比率

第５章 ·ͪͮ͘Γͷࢦඪ
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　本町においては、定住や子育て支援などの施策を重点的に行うことにより、国の「まち・ひ
と・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」の設定値に基づき、合計特殊出生率を平成
27(2015) 年の 1.50 から令和 12(2030) 年までに 1.80 程度まで向上するとともに、転出の
抑制と若い世代の転入促進を図ります。
　上記の考え方の下で、今までの推移を踏まえて、人口や世帯数、就業者人口（３区分）の目
標年次における目標値を以下のとおり設定します。

ୈᶘ෦ɹୈ �ষ
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第１ষ　 շదͰ͋ྗ׆Δ·ちͮ͘Γ

第̎ষ　 ҆͘ڧʹ֐ࡂશ҆৺ͳ·ちͮ͘Γ

第３ষ　 ݈߁Ͱؾݩͳ·ちͮ͘Γ

第４ষ　 未来ʹͭͳ͕Δ·ちͮ͘Γ

第̑ষ　 ॅຽྗΛ͔͢׆·ちͮ͘Γ

ୈ
Ⅲ
෦

̎ ౔஍ར༻ͷߏ૝

　町土はかけがえのない資源であるとともに、町民の生活や産業活動をはじめとする諸活動の
基盤となるものです。本町は、豊かな自然と長い歴史の中で培われてきた地域文化に恵まれて
います。それらを支える土地利用を継承するとともに、新たな土地需要などに対応し、安全・
安心で町民が快適に暮らすことのできる土地利用の実現に向けて、土地利用の方針を以下のと
おり設定します。

➩ʣఆॅଅਐͷͨΊͷۭؒॅډͷ֬อ

➪ʣࣗવڥ؀ͷอશͱ྘஍ͷ׆༻

➫ʣ҆શɾ҆৺ͳ౔஍ར༻ͷਪਐ

➬ʣ஍ҬಛੑʹରԠͨ͠౔஍ར༻ͷਪਐ

　本町の目標とする将来人口を確保するためには、出生率の向上とともに、若い世代の転
入促進を図ることが必要となっています。そのためには引き続き宅地化が求められること
から、福田地区・新地地区・駒ケ嶺地区において、土地利用上の調整などを踏まえて、駅
周辺や公共施設付近の宅地化や空き家・空き地の活用などにより、地域活力の向上を目指
します。

　本町の持つ豊かで美しい海・里・山の景観や動植物の生態系※ 1 などに配慮し、これら
自然環境を保全するとともに、交流人口の増加などに向けて、鹿狼山や新地町総合公園を
はじめ震災後に整備された防災緑地などを活用し、本町の活力を創出していきます。

　豪雨などにより発生する河川の氾濫や傾斜地の地滑りなどの自然災害から生命と財産を
守るため、土地利用の適正化を図り、安全で安心な土地利用を推進していきます。

　地域の特性を十分に活かした土地利用を展開することにより、地域の活性化や産業活力
の向上などを図っていきます。これらの開発においては、自然環境や農地との調整を十分
に図りながら、土地利用を推進していきます。

※ 1  ある地域に生息する全ての生物群集と、それを取り巻く環境を包括した全体のこと。
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１ô３ô３　ۀاの経Ӧࢧԉ
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資料：平成12年～平成30年は、第116回～第134回福島県統計年鑑（福島県 企画調整部 統計課）
令和元年は、福島県の推計人口 令和元年版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （福島県 企画調整部 統計課）
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単位：人口増減（人）

（各年１/1～12/31）

社会増減 転入数 転出数

̍ô̍ एऀఆॅԽͷଅਐ

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

　交通利便性の高い駅周辺地区から自然豊かな集落まで、地域特性に応じて生活環境の充
実を図るとともに、町営住宅や空き家・空き地の情報提供、宅地化など住まいについて様々
な支援を行い、若者世代を中心とした町内への新たな移住・定住を促進します。
　また、関係団体などとの連携により就労支援や若者の出会いの場の創出、子育て環境の
充実に取り組みます。

　少子高齢化が進む本町においては生産年齢人口の増加が求められます。平成 26（2014）
年以降、転入者が増え、転入超過の状況にあるものの、震災復興にかかる移動であると推察
され、継続的な徴候とは言えません。今後、人口構成を維持するためには、特に若者世代の
移住・定住化を促進することが重要です。
　そのためには、移住に関する支援や空き家の活用促進、田舎暮らしのよさの発信など、住
まいの情報とともに就労や子育てなど移住・定住に関する相談体制を確立することが求めら
れます。さらに新型コロナウイルス感染症の流行に伴う地方移住の関心の高まりや旅先で仕
事をするワーケーションなども検討する必要があります。
　そのためには宅地の確保も必要になることから、農地転用の円滑化と住宅地の整備を進め
るために土地利用の見直しを行うことも必要です。
　また、出会いや交流の場を積極的に提供するとともに、結婚に踏み切れない若者に対し、
結婚に関する新生活の支援を行うなど、若者の定住と結婚につなげていくことも必要です。

社会増減の推移

ୈᶙ෦ɹୈ �ষ
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福田若者定住促進住宅

新地駅周辺市街地復興整備事業

福田定住住宅地

新地駅前若者定住促進住宅

ࡦࢪ⾣

̍ô̍ô̍ɹ҆ఆͨ͠ޏ༻ͷ৔ͷ֬อ

̍ô̍ô̎ɹҠॅɾఆॅଅਐ

　町内への移住や定住を促進するため、経済的に安心して暮らすことができるよう産業誘致
や既存産業の活性化に努めます。また、就労の場を確保するために、関係機関による連携を
強化し、雇用情報の提供、相談窓口の設置など就労支援に取り組みます。

　宅地の分譲、災害町営住宅の払い下げ、空き家や空地の活用等の住宅政策や農地転用の円
滑化を進めることを目的とした用途地域の変更の検討など、民間事業者の活力を活用しなが
ら町内への移住・定住の促進に努めます。さらに田舎暮らしのよさや教育環境など、新地な
らではの暮らしの魅力を積極的に情報発信します。
　また、定住促進住宅の入居条件緩和を図るとともに、空き室状況を速やかに提供すること
で切れ目なく入居されるよう努めます。特に若者世代に対しては、移住に際する補助金につ
いても移住・定住促進策として継続・推進していきます。
　定住促進の一環として、未婚者同士が知り合うためのきっかけづくりのため、民間事業者
等と連携した出会いと交流の場となるイベントの開催に取り組みます。さらに結婚に踏み切
れない若者の後押しとなるよう、新婚生活を支援する取り組みを引き続き進めていきます。
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平成20
（2008）年

平成21
（2009）年

平成22
（2010）年

平成23
（2011）年

平成24
（2012）年

平成25
（2013）年

平成26
（2014）年

平成27
（2015）年

平成28
（2016）年

平成29
（2017）年

平成30
（2018）年

令和元
（2019）年

※点線の期間は、東日本大震災による被災によって観光客等の受け入れを停止していた時期です。
資料：福島県観光統計概要、新地町企画振興課調べ
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鹿狼山 釣師浜海水浴場 遊海しんち
やるしかねぇべ祭り 新地町総合公園 新地町海釣り公園

̍ô̎ ஍Ҭ資ݯΛྲྀަޫ؍͔ͨ͠׆
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ͱ՝୊گݱ⾣

　本町が持つ豊かな自然に加え、震災後に整備された運動・交流施設や防災緑地公園、観
光ルートなどの魅力ある資源を活かし、イベント開催や広域観光について多様な主体と連
携し取り組みます。
　また、町内外への情報発信の充実に努め、交流の活発化を図ります。

　本町は、比較的小さな町域ながら豊かな自然を背景に海や里、山に触れ、体感することの
できる資源があります。東日本大震災によって甚大な被害があった釣師地区には、防災・減
災機能のほか、地域振興機能、震災伝承機能を有している「釣師防災緑地公園」が整備され
ました。公園内には、国内最大規模の「しんちパンプトラック」や「オートキャンプ場・バー
ベキュー場」、「大型遊具」も整備され、休日には町内外から多くの家族連れで賑わっていま
す。また、新地駅周辺には「新地駅前フットサル場」を整備し、多様な観光・交流資源に恵
まれています。その結果、観光客数は回復し、震災前よりも多くなってきています。
　さらに、震災からの復旧・復興に際しては、新たな交流が生まれました。そのような人と
人とのふれあい・交流は、町民に生きがいや自信をもたらし、海や里、山の持つ魅力を見直
し、地域資源の再発掘や魅力の増大に向けて取り組むきっかけとなっています。
　新たな資源とこれまでの地域に根ざした資源に磨きをかけ、観光・交流の拡大を図ること
が求められています。

各施設及び行事の観光客数の推移
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新地町海釣り公園

新地駅前フットサル場

鹿狼山登山コース

しんちパンプトラック

ࡦࢪ⾣

̍ô̎ô̍ɹΠϕϯτͷॆ࣮ͱྗັޫ؍ͷൃ৴

̍ô̎ô̎ɹ޿Ҭޫ؍ͷਪਐ

　復活した町の一大イベント「遊海しんち」の充実に努めます。また、魅力ある美しい海や
鹿狼山、三清水※ 1 などの豊かな自然に加え、海水浴場や海釣り公園、釣師防災緑地公園で
のキャンプやバーベキューなどアウトドア施設の充実、新地駅前フットサル場※ 2 やしんち
パンプトラック※ 3 など若者に人気の運動施設が完成したことから、これらの資源を町内外
に向けて発信し交流人口の拡大を図ります。
　さらに、充実した観光ガイドブックの作成や町外イベントでのＰＲ等に努めます。

　相馬地方や浜通りの市町村は東日本大震災により大きな被害を受けましたが、環境省が中
心となり復興の一環として取り組んだ青森県八戸市から相馬市までの東北地方の沿岸部を結
ぶ「みちのく潮風トレイル」の活用や、宿泊の予約から練習会場までの受付などを一元化し
た運動合宿の受入強化モデル地域など、国や県、関係市町村との連携により相乗効果を高め、
魅力を発信します。

※ 1  あまりのおいしさに「もう一杯」とつい手がでることからその名前がついた「いっぱい清水」、平成の名水百選に選ばれており、
伊東（伊達）右近が新田開発や植林に尽くした功績を称えてその名前がついた「右近清水」、地元の上真弓飲料水供給施設
として利用されていた「真弓清水」の三清水がある。

※ 2  基本的には室内で行われる、5 人制のサッカーのこと。
※ 3  人工のコブとカーブで構成された周回コースであり、自転車やスケートボードなどにより滑走が可能であり、漕がないで走

ることができるコースのこと。
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資料：工業統計調査、経済センサス
 （総務省・経済産業省）

資料：商業統計調査、経済センサス
（総務省・経済産業省）

̍ô̏ ঎ۀ޻ͷৼڵ
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　経営体質改善、企業育成などの地元企業支援をとおして、商工業の振興を図るとともに、
新たな産業を含めた企業誘致や起業支援、重要港湾及びエネルギー港湾として重要な役割
を果たしている相馬港の利活用促進など、町民の新たな就労の場と活力を創出します。
　また、地元食材を活用した特産品づくりの推進と安定的な消費体制の充実を図ります。

　本町は、重要港湾相馬港を擁し、相馬中核工業団地に火力発電所が立地するほか、震災後
に取り組んできた LNG 基地も平成 30（2018）年に操業開始し、令和２（2020）年には
天然ガス発電所が営業運転を開始しました。
　また、新地南工業団地の整備によって新たな企業立地が進み、地域に根差した地元商工業
も復興を果たしてきており、工業の製造品出荷額等や小売業・卸売業の年間商品販売額等も
増加傾向にあります。しかし、食料品をはじめ町外で購入する人が多く、まちなか商業の振
興は依然、課題となっています。
　商工業の一層の活性化を図るため、企業立地や新地駅周辺地区への商業施設等の集積によ
り、地元消費を拡大することが課題となっています。
　さらに、産業の創出や起業の支援も必要です。特に、本町ならではの特産品が少ないこと
が課題であり、新規商品等の開発が求められるとともに、その商品等を販売するルートの確
保も必要です。

事業所数、従業者数、製造品出荷額
等の推移（工業）

商店数、従業者数、年間商品販売額の推移
（小売業・卸売業）
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LNG 基地、天然ガス発電所 純米吟醸 鹿狼山（かろうさん）

ࡦࢪ⾣

̍ô̏ô̍ɹཱۀا஍ɾۀىͷଅਐ
　県企業誘致推進協議会、相馬中核工業団地企業誘致促進協議会や福島イノベーション・コー
スト構想推進機構等と連携を図り、町内工業用地、新地駅周辺事業用地や防災集団移転元地
への企業誘致を進めます。また、相馬中核工業団地や相馬港等で操業している企業の関連会
社及び地域エネルギーを利活用する企業の誘致促進に努めます。さらに、重要港湾及びエネ
ルギー港湾として重要な役割を果たしている相馬港や周辺で展開されているエネルギー産業
を含め町内企業の事業拡大を要請します。
　さらに、新たに町内で起業をめざす人や新たな事業を始める方等の支援を行います。

̍ô̏ô̎ɹ૬അߓͷར׆༻ଅਐ
　コンテナ定期航路の利用促進を図るとともに、常磐自動車道と東北中央自動車道（相馬～
福島間）の開通による相馬港の利便性向上を踏まえ、企業の誘致活動等を推進し、相馬港の
一層の利活用促進を図ります。また、観光振興を図ることを目的として、クルーズ船の寄港
の誘致も継続します。

̍ô̏ô̏ɹۀاͷܦӦࢧԉ
　商工会と連携し、経営等に関する情報の提供や研修・指導事業、各種融資制度の周知・普
及などをとおして、経営の体質改善と安定化を図ります。
　また、新型コロナウイルス感染症等により影響を受けた事業者の支援の継続に努めます。

̍ô̏ô̐ɹ஍Ҭ঎ۀͷࢧԉ
　地域商業の事業継続を支援するほか、商工会による経営指導、起業支援、人材育成活動な
どを促し、資金面での支援にも努めます。
　また、食料品をはじめとする生活利便施設の誘導を図ります。複合商業施設では、出店し
た店舗の利用促進と利便性の向上による活性化を図ります。

̍ô̏ô̑ɹಛ࢈඼ͮ͘Γͷਪਐ
　特産品振興協議会による活動や地元食材を活用した特産品開発への支援により付加価値を
高め、産品のブランド化を図っていきます。それら特産品の魅力を販売イベントにより広く
発信するとともに、町内の商店等でも展示販売することで町民にも周知し、販路の開拓・拡
大を促進します。
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平成18
（2006）年

平成26
（2014）年

平成28
（2016）年

平成30
（2018）年

平成18
（2006）年

平成20
（2008）年

平成23
（2011）年

平成24
（2012）年

資料：生産農業所得統計、市町村別農業産出額（農林水産省） 資料：福島県海面漁業漁獲高統計
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※平成24（2012）年以降は試験操業のため、統計値に含まれない
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　特色ある農林水産業の振興・復興に向けて、既存の基盤を活かしながら、６次産業化や
地産地消に取り組むとともに、担い手の創出や経営安定、法人化など、様々な形態による
取り組みを進めます。
　また、食品中の放射性物質にかかる情報発信など東京電力福島第一原子力発電所事故によ
る風評被害対策や、農作物などへの被害を防止するため有害鳥獣対策などに取り組みます。

　農業は本町の基幹産業であり、米、野菜、果樹、花き栽培など質の高い多様な農産物が生
産されています。戦略的産地づくりとしてニラ・イチジクのブランド化を推進するほか、水
田利活用として大豆の生産拡大と加工販売などに力を入れてきました。今後は、これまでも
取り組んできた新地産品のブランド化や６次産業化をさらに推進することが求められます。
同時に、生産基盤の強化のためには有害鳥獣対策も重要です。
　東日本大震災後には営農が困難となったことから、従来にも増して営農者・後継者不足な
ど、農業を取り巻く環境はますます厳しくなっており、意欲ある地域農業の担い手を育成す
ることが課題となっています。
　水産業については、漁場や漁港、その他施設・設備の復旧は完了しており、漁業経営の安
定を図るための事業に取り組んできました。しかし、いまだに本格的な操業再開にはいたっ
ていません。また農業と同様、新たな担い手の確保が課題です。さらに、水産資源の減少が
危惧されているなか、育てる漁業※ 1 ・資源管理型漁業※ 2 の推進も求められます。

農業産出額の推移 [ 再掲 ] 水揚げ金額の推移
（相馬双葉漁業協同組合　新地地区）　

※ 1  魚がある程度育つまで養殖した後、海に放流し、自然の海で生育するのを待ってから漁獲する手法。放流した魚が繁殖する
ことで、水産資源の回復に寄与する。

※ 2  漁業者が地域や魚種ごとの資源状況に応じて漁獲量を管理し、水産資源を守る手法。
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イチジク畑 ニラ畑

※ 1  農業経営基盤強化促進法に基づき、作成した農業経営改善計画が市町村に認定された農業者。

　新地の魅力である豊かな自然資源のひとつとして農業・林業・水産業をとらえ、消費の拡
大・農林水産業の経営の安定化を図るためにも、経営の多角化や特産品化、６次化商品の開
発、地産地消の推進など多様な取り組みや風評被害への対策も必要です。

ࡦࢪ⾣

̍ô̐ô̍ɹൣ޿ͳ୲͍ख΁ͷҭ੒ɾࢧԉ
　研修や交流機会の拡充、相談・指導体制を充実し、有力な担い手となる認定農業者※ 1 を
育成するとともに、農業者の高齢化と農業の継承を見据えながら、既存の基盤を活かしつつ、
新規就農者や農業法人の設立を支援することで、広範な担い手の育成に努めます。
　漁業者についても、漁業者の高齢化を踏まえた新たな担い手の育成について、国や県とも
連携を図りながら相談支援を行い、地域漁業の活性化を図ります。

̍ô̐ô̎ɹଟ༷ͳ೶ۀੜ࢈ͷਪਐ
　震災以降、県を挙げて推進してきた食の安全・安心に取り組み、農業への信頼の維持・向
上を図ります。また、ニラやイチジクなど町内作物を栽培する農家の育成と地産地消の推進
を並行して取り組むとともに、特産品化・６次産業化への取り組みを支援します。また、農
産物の高付加価値化とともに情報発信の活性化に努め風評被害の払拭にも取り組みます。

̍ô̐ô̏ɹ೶஍ͷར༻ूੵͱੜج࢈൫ͷ҆ఆڧԽ
　水田や遊休農地の利用集積を図るとともに、農地への水路等の整備、有害鳥獣対策など、
生産基盤の強化に取り組みます。また、安定的な販路の開拓支援、町民や交流人口による営
農支援などの協働を進めることで、農業生産の安定化を図ります。
　さらに、農業振興地域整備計画の見直しを行うとともに、水路、農道、ため池および法面
等、農業を支える共用の施設を維持管理するため、地域で活動している組織を支援します。
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̎ô̎ô̎　๷൜対策のਪਐ

̎ô̎ô３　ަ௨҆શ対策のਪਐ

̎ô̎ô４　ফඅऀ対策のॆ࣮

߲　໨ 策　ࢪ

̎ô３　ަ௨ମܥのॆ࣮ ̎ô３ô１　ಓ࿏໢のཱ֬

̎ô３ô̎　ެަڞ௨のॆ࣮

̎ô４　地Ҭڥ؀のอશ ̎ô４ô１　ڥ؀ෛՙのܰݮ

̎ô４ô̎　ڥ؀ඒԽのਪਐ

̎ô４ô３　҆定しͨਫのڅڙ

̎ô４ô４　ਫચԽのਪਐ

̎ô̑　྘のอશͱ׆༻ ̎ô̑ô１　݈શͳ৿ྛͮ͘Γ

̎ô̑ô̎　྘地のҡ࣋

ୈ
̎
ষ

ୈ
Ⅲ
෦

ふるさと産業まつり

釣師浜漁港

都内での物産販売ＰＲ

再建した荷捌き施設

̍ô̐ô̐ɹੑ׆ۀ࢈Խͱ஍࢈஍ফͷਪਐ
　農林水産物の安全性を確保しながら、食育や農業体験活動とも関連づけし、家庭や学校、
事業者など、地産地消を推進します。商工会や農協、漁協の町内経済３団体と連携し、ふる
さと産業まつりの充実と地場産品の PR、地元消費拡大及び地元産業の活性化を図ります。
また、地元農林水産物を活用した６次化商品の開発や消費拡大に努めるとともに、経営の多
角化につなげます。

̍ô̐ô̑ɹັྗ͋Δۀړ΁ͷ෮ڵ
　被災後に再建した漁港や漁業施設・設備等を活用し、震災以前に増して魅力のある漁業へ
と育成するため、操業にかかるコスト低減や、つくり育てる漁業として稚魚・稚貝の中間育
成放流事業などを推進し、漁獲量や漁業経営の安定化を図ります。また、風評被害の対策に
も取り組みます。
　さらに、水産資源を活用した特産品の開発や食を楽しむ施設など、産官学の連携を図りな
がら、漁業においても６次産業化による経営の多角化をめざします。
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ୈ � ষɹ҆͘ڧʹ֐ࡂશ҆৺ͳ·ͪͮ͘Γ

̎ô１　๷ࡂମ੍のॆ࣮

̎ô̎　൜ࡑ΍ނࣄのͳ͍·ちͮ͘Γ

̎ô１ô１　͍ڧʹ֐ࡂ·ちͮ͘Γ

̎ô１ô̎　地Ҭ๷ྗࡂの্޲

̎ô１ô３　ٸٹମ੍のॆ࣮
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̎ô̎ô̎　๷൜対策のਪਐ
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߲　໨ 策　ࢪ

̎ô３　ަ௨ମܥのॆ࣮ ̎ô３ô１　ಓ࿏໢のཱ֬

̎ô３ô̎　ެަڞ௨のॆ࣮

̎ô４　地Ҭڥ؀のอશ ̎ô４ô１　ڥ؀ෛՙのܰݮ

̎ô４ô̎　ڥ؀ඒԽのਪਐ

̎ô４ô３　҆定しͨਫのڅڙ

̎ô４ô４　ਫચԽのਪਐ

̎ô̑　྘のอશͱ׆༻ ̎ô̑ô１　݈શͳ৿ྛͮ͘Γ
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̎ô̍ ๷ࡂମ੍ͷॆ࣮

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

避難場所・土砂災害・津波浸水区域

　東日本大震災を教訓として、台風や大雨、地震など大規模な自然災害や事故、新たな感
染症などに対応するソフト及びハードの対策を組み合わせた防災・減災対策を行うととも
に、町民自身による自助及び地域などにおける共助により、命と暮らし最優先のまちづくり・
人づくりを推進します。
　また、緊急時における人命の確保に向けて、消防や救急の体制充実及び連携を図ります。

　近年、全国各地で風雨や洪水などの様々な大規模災害が頻発しています。本町においても
大規模災害の発生を想定し、防災・減災のためのハード整備※ 1 を進めるとともに、自主防
災組織の活動などの自助・共助に基づくソフト施策※ 2 にあわせて取り組むことで、災害に
対する強靭化を図ることが求められます。
　ソフト施策においては、東日本大震災による甚大な被害を教訓とし、後世に語り継ぎ、防
災教育を充実させ、町民一人ひとりが防災意識を持ち、命と暮らしを最優先にする行動がで
きるようにすることが重要です。
　消防・救急体制は、相馬地方広域市町村圏組合による常備消防と地域消防団で構成されて
います。震災後のまちづくりを踏まえ、消防団の強化を図るとともに、新たな団員の確保が
課題となっています。

※ 1  防災施設の整備、施設の耐震化、代替施設の確保など、建築・土木分野の整備による対策。
※ 2  ハザードマップなどの災害に関する情報発信、避難訓練や避難体制の確立・充実など、住民の意識啓発や行動の促進にかかる対策。
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町総合防災訓練（新地小学校） 河川整備の取り組み（砂子田川）

ࡦࢪ⾣

̎ô̍ô̍ɹ͍ڧʹ֐ࡂ·ͪͮ͘Γ

̎ô̍ô̎ɹ஍Ҭ๷ྗࡂͷ্޲

̎ô̍ô̏ɹٸٹମ੍ͷॆ࣮

　東日本大震災を踏まえた地域の施設整備も完了するなか、大規模災害の頻発化を踏まえ、
施設の適正な維持管理に努めるとともに、内水氾濫対策を推進します。
　河川氾濫に対応した河川整備や堆砂除却、水位等観測器機の設置のほか、土砂災害危険箇
所や山間部での災害を想定した対策を県等に要望していきます。下水道施設については、災
害時にも機能を維持できるよう耐水化や電源供給方法の確保等を図っていきます。また、災
害時に十分に利活用できる防災備蓄倉庫の充実を図ります。
　さらに、既存施設の定期点検を進めるとともに、町民個々の防災対策として、ブロック塀
の撤去及び木造住宅の耐震補強・耐震改修への補助も進めていきます。

　新たな住宅地における自主防災組織の育成・強化を支援するとともに、災害時に町民と行
政が一体となった対応ができるよう防災訓練の充実を図ります。また、小中学校や防災セン
ターにおける防災教育を行うことで災害に強い人材の育成を図るとともに、町内事業所など
との連携・協力体制の整備に努め、被災者への支援を行います。
　災害時には地域防災計画に基づき的確に事業を実施し、迅速な復旧が図れるよう関係機関
との連携強化に努めます。
　また、災害に関する情報は正確かつ迅速に発信・共有することが必要です。そのため、県
が管理する河川について水位のモニタリング情報を共有し、氾濫の可能性を事前に把握する
よう努めます。さらに、全国瞬時警報システム（J-ALERT）の情報から自動的に防災情報
を町民に提供するシステムを活用し、瞬時に防災行政無線による情報伝達やメール、ＳＮＳ
などによる配信も併せて行うなど、伝達手段の多重化を図り、町民等に確実に周知できるよ
うに努めます。

　災害時において支援を要する町民を事前に把握し、適切な救急対応を図れるよう、避難行
動要支援者名簿の随時更新を図ります。また、相馬地方市町村会や医師会の協力を得て、救
急指定病院の体制充実を図ります。
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単位：発生件数（件） 単位：死傷者数（人）

平成27
（2015）年

平成28
（2016）年

平成29
（2017）年

平成30
（2018）年

令和元
（2019）年

資料：相馬警察署
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̎ô̎ ൜ࡑ΍ނࣄͷͳ͍·ͪͮ͘Γ

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

　安心した暮らしに向けて、ながら見守りや交通安全運動、通学路の立ち番活動など、町民、
事業者、行政などが一体となり、防犯対策や交通安全対策に取り組みます。
　また、時代の変化に応じて、商品購入や電子決済に関する詐欺など消費者被害の未然防
止と相談体制の充実を図ります。

　本町では、町民と事業者、行政が互いに協力・連携し、防犯意識の向上と自主的な生活安
全活動を推進し、安心して暮らせる地域社会の実現をめざしています。また、地域において
は警察や防犯協会、交通対策協議会などによる連携のもと、地域ぐるみで防犯活動や交通安
全対策に取り組むほか、子どもたちの安心安全のため、町内の各保育所・小中学校において
は防犯カメラを設置しています。
　一方、消費者問題が複雑多様化するのに伴い、消費者がトラブルに巻き込まれるケースも
増えており、トラブル防止に向けた情報提供や啓発活動、相談体制の充実が課題となってい
ます。特に高齢者の増加に伴って高齢者がトラブルに巻き込まれる可能性があるため、消費
者問題に対する意識啓発を行っていく必要があります。

交通事故発生の推移
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防犯・交通安全パレード（福田地区）

ࡦࢪ⾣

̎ô̎ô̍ɹੜ҆׆શڥ؀ͷ੔උ
　町民の自主的な生活安全活動の推進を図るとともに、安全で住みよい生活環境の整備を行
い、犯罪、事故等を未然に防止し、安心して暮らせる地域社会の実現をめざします。

̎ô̎ô̎ɹ๷൜ରࡦͷਪਐ
　警察や各行政区・地区等関係機関と連携して啓発活動を推進することにより、防犯意識の
向上に努めます。
　防犯対策は、各行政区・地区等と協力した防犯パトロールを実施するなど、地域ぐるみの
防犯活動を強化、登下校途中の児童生徒の被害や青少年の非行の防止に努めます。
　また、地域の要望を踏まえ、防犯体制の充実を検討するとともに、必要箇所に防犯灯の設
置を図ります。

̎ô̎ô̏ɹަ௨҆શରࡦͷਪਐ

̎ô̎ô̐ɹফඅऀରࡦͷॆ࣮

　交通対策協議会や交通指導員会など交通関係団体と協力し、子どもや高齢者を対象とした
交通安全運動を推進するなど、交通安全に関する普及啓発を推進します。
　また、具体的な対策として、歩行者や交通弱者を交通事故から守るため、警察や自治会な
ど関係機関と連携しながら道路交通環境を調査し、通学路を中心とした歩道の整備や蓋掛け、
危険箇所にカーブミラーを設置するなど交通安全施設の整備を図ります。

　消費生活や振り込め詐欺等特殊詐欺など暮らしの中の事故に関する情報提供や無料法律相
談会などをとおして消費者等の知識や意識を高めるとともに、消費者トラブルの被害者を救
済する消費生活相談、被災者の生活に関する悩み相談など、啓発・相談体制の整備を図ります。
　特に高齢者には意識啓発のほか、必要に応じて成年後見人の活用を促していきます。また
特にＳＮＳ利用者の低年齢化を踏まえ、インターネット上でのトラブルに巻き込まれないよ
う、学校と連携して消費者としての情報モラル教育を図っていきます。
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̎ô̏ ަ௨ମܥͷॆ࣮

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

　町道の改良、通学路の整備などに取り組むとともに、常磐自動車道の４車線化や国県道
改良を要望し、移動の円滑化などを推進します。
　また、新地インターチェンジバスストップの高速バス利用促進やのりあいタクシー “しん
ちゃんＧＯ ”の見直しなど、町民のニーズに応じた利用しやすい公共交通の充実を図ります。

　本町の交通は、国道６号や主要地方道相馬亘理線、ＪＲ常磐線、常磐自動車道など、南北
に大きな交通幹線が通り、東西は国道 113 号や県道、町道により骨格が構成されています。
また、身近な交通機関として運行しているのりあいタクシー“しんちゃん GO”は、事前予
約をした利用者が町内の希望する乗車場所から降車場所までを乗合で運行する「乗合方式」
と、地域の拠点を結ぶ「路線バス方式」の２種類の方式で運行しています。
　東日本震災で被災した鉄道・道路の復興や常磐自動車等の整備により、町内での移動はも
とより町外へのアクセスも容易となりましたが、交通渋滞緩和や交通事故防止、地域住民の
安全確保のため、さらなる交通利便性の向上が求められます。
　また、ＪＲ常磐線に加え高速バスの利用促進による移動手段の多様化や、のりあいタクシー

“しんちゃんＧＯ”の見直しなど交通体系の充実が求められています。

のりあいタクシー利用者数の推移
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開通した常磐自動車道

新地インターチェンジバスストップ

のりあいタクシー “ しんちゃんＧＯ ”

通学路の歩道整備

JR 常磐線新地駅

ࡦࢪ⾣

̎ô̏ô̍ɹಓ࿏໢ͷཱ֬
　常磐自動車道広野～山元間の４車線化やその他国道・県道の整備を国・県に要望し、幹線
道路の充実に努めます。併せて幹線道路を補完する道路や地域の実情に応じた生活道路の整
備など、安全で安心な道路交通を確保するための適切な整備、維持・管理に努めます。さら
にハード面の整備に加え、規制による安全性の確保にも取り組みます。
　特に緊急性の高い通学路を中心に歩道の設置やＵ字溝の蓋掛けなどの安全施設整備を重点
的に取り組み、安全で安心して利用できる道路整備に努めます。

̎ô̏ô̎ɹެަڞ௨ͷॆ࣮
　ＪＲ常磐線の運行充実及び環境整備、常磐自動車道や東北中央自動車道・相馬福島道路を
利用した、本町と仙台・仙台空港や県内各地を連絡する高速バス路線の開設に向け、関係機
関に働きかけを行います。また、のりあいタクシー“しんちゃんＧＯ”の見直しや民間タク
シーの運行推進では誰もが利用しやすい交通環境の形成に努めます。
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̎ô̐ ஍Ҭڥ؀ͷอશ

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

　節電や節水による省エネルギーの取り組み、再生可能エネルギーの利活用を図るほか、
ゴミになるものを減らす、繰り返し使う、分別をして再生するなどゴミ減量化への取り組
みにより地球温暖化防止を推進します。
　住宅建築に伴う上下水道の整備、新規立地工場との公害防止協定締結など、地域環境の
保全に関して関係機関との連携を図ります。
　また、県や警察との連携による不法投棄対策とともに、河川・道路愛護など、地域によ
る環境美化の支援を行います。

　当町は平成 23（2011）年に国の「環境未来都市」に選定され「環境と暮らしの未来（希
望）が見えるまち」づくりのほか、環境産業共生型の復興まちづくりの実現に向け「新地町
スマートコミュニティ事業」に取り組んできました。今後は、国連で採択された持続可能な
開発のための国際目標である「ＳＤＧｓ」への取り組みが求められています。
　また、エネルギー消費量の増加等に伴い、地球温暖化問題が深刻化しています。本町の温
暖な気候や豊かな森林を将来の世代に受け継ぐため、再生可能エネルギーの活用を推進する
ことが必要です。
　また、ゴミの不法投棄防止やゴミの減量化など、環境美化と循環型社会の実現をめざし、
町民一人ひとりがルールやマナーを守っていくことが求められます。
　さらに、水質及び大気の測定を行うなど、公害防止に努めます。

ごみ処理の推移 資源ごみ処理の推移
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河川愛護活動 海岸清掃の取り組み

ࡦࢪ⾣

̎ô̐ô̍ɹڥ؀ෛՙͷܰݮ
　再生可能エネルギーの推進を図るため住宅への太陽光発電システムの設置に対して補助を
継続するほか、公用車において電気自動車等エコカーの導入を推進します。
　また、町民が身近にできる取り組みとして、ごみ収集カレンダーやごみの分け方・出し方
のパンフレット等により、ごみの減量化（リデュース）、再利用（リユース）、資源の再生利
用（リサイクル）、ごみの発生源となるものの受け入れを断る（リフューズ）の４Ｒの取り
組みについて、意識啓発を行うとともに、ごみの分別等の具体的な指導・助力を図ります。
さらに、小中学校へ導入した太陽光発電システムの学校教材としての活用や体験型環境エネ
ルギー学習をとおして、自然エネルギーに関する教育と節水や節電など省エネ行動の意識啓
発に取り組みます。

̎ô̐ô̎ɹڥ؀ඒԽͷਪਐ
　地域環境の美化に対する意識啓発を図りながら、各行政区・地区や各種団体、企業等によ
る環境美化活動や道路河川愛護活動を支援し、誰もがきれいだと思う町をめざします。また、
本町の魅力である海・里・山の自然環境を維持するためにも、海岸や河川、里山の美化にも
努めます。
　さらに、各町内主要河川や一般廃棄物最終処分場などの水質検査を行うなど、工場等からの
排水や大気汚染物質について改善の指導に努めるとともに、新たに町内に立地する工場とは公
害防止協定の締結を図ります。また、警察など関係機関と連携し、不法投棄の取り締まり強化
や指導に努めます。

̎ô̐ô̐ɹਫચԽͷਪਐ
　下水道の接続や合併処理浄化槽の設置を促進し、全町域の水洗化を図ります。新たなまち
づくりの進展に合わせて、下水道等計画区域の見直しを検討します。また、下水道管や集合
処理施設の適正な維持・管理を図ります。

̎ô̐ô̏ɹ҆ఆͨ͠ਫͷڅڙ
　安定した水道水を供給するため、相馬地方広域水道企業団による健全で効果的な水道事業を
推進します。また、配水管を計画的に取り替えるなどにより水道施設の耐久性の向上に努める
とともに、災害時でも水道水の供給が途絶えることのないよう、配水管網の整備や早期復旧体
制の構築に努めます。
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紅葉する鹿狼山周辺 森林の保全（やすらぎの森）

̎ô̑ ྘ͷอશͱ׆༻

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

　保水能力の高い水源かん養※1 や山地災害を防ぐ機能などを持つ森林環境の適正な保全と
ともに、森林環境学習の促進に取り組みます。
　公園や緑地などは、町民などが憩い、交流・活動する場として拠点性を有しており、本
町の大きな魅力であることから、適切な管理・運営を行います。

　本町は、海・里・山・田園が楽しめ、また、河川、ため池、水路、湧水など水と緑の豊か
な環境があり、多くの人が訪れ、ゆとりとやすらぎの空間をつくり出しています。新地の海・
里・山・田園のある豊かな環境を再認識し、町全体で維持・保全に努めるとともに、新たな
開発・整備にあたっては環境や景観に配慮したまちづくりに取り組んでいくことが求められ
ます。併せて、学校教育や生涯学習のなかで森林環境学習を促進し、町の共有財産として自
然をとらえ、自分たちで保全する意識を高めることが必要です。
　また、沿岸部の防災緑地は、新地駅周辺市街地等の津波等による被害を最小にするための
多重防御施設の１つとして東日本大震災以降に整備されました。今後は、適切な維持管理と、
さらなる交流の促進が求められており、指定管理者などの導入による民間活力を活かした運
営が必要になります。

※ 1  大雨が降った時の急激な増水を抑え、しばらく雨が降らなくても流出が途絶えないようにするなど、水源の山地から河川に
流れ出る水量や時期に関わる機能のこと。
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新地町総合公園 釣師防災緑地公園

ࡦࢪ⾣

̎ô̑ô̍ɹ݈શͳ৿ྛͮ͘Γ

̎ô̑ô̎ɹ྘஍ͷҡ࣋

　森林整備を計画的に実施し、町土の保全や水資源のかん養などの公益的機能が十分発揮で
き、さらに里山の生態系が将来も維持されるよう、山地・里山の育成・保全を図るとともに、
そのための森林環境学習を学校ならびに生涯学習のなかで取り組んでいきます。
　また、町民の憩いの場として、また観光資源として、キャンプや農林業体験の場として山
地・里山の活用についても検討し、その魅力を発信していきます。

　子どもたちの身近な遊び場、親同士や高齢者の交流の場として、身近な公園・緑地の充実
と適切な管理運営を図ります。また、沿岸部の防災緑地公園やパンプトラック等についても
交流や憩い、軽運動の場としての活用を図ります。そのため町民をはじめとする利用者のニー
ズを踏まえた運営維持管理に努めます。
　また、これらの公園・緑地の維持管理にあたっては、子どもをはじめとした地域住民やＮ
ＰＯ法人、企業、ボランティアなどの協力や指定管理者制度を活用しながら、効果的な運営
を行えるよう検討・実施します。
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平成26
（2014）年

平成27
（2015）年

平成28
（2016）年

平成29
（2017）年

平成30
（2018）年

令和元
（2019）年

資料：保健センター（町特定健康診査）
※子宮がん検診は、令和元(2019)年より隔年検診になり前年度未受診者を対象者数として計算しています。
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̏ô̍ Γͷਪਐͮ͘߁݈

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

各種がん検診受診率の推移

　誰もが健康でいられるように、定期健診や生活習慣病対策などによる疾病の予防、早期
発見・治療の充実とともに、妊娠・出産や乳幼児の時期には母と子の健康づくりを推進し
ます。
　また、地場産品による食育や健康ウォークの推進など、楽しみながら取り組む健康づく
りを推進します。

　高齢化の進展とともに、がんや心疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病※ 1 や認知症、
日常生活に支援が必要な要介護者の増加、また様々な社会的要因により追い詰められたこと
による自殺が深刻な社会問題となっており、一人ひとりの主体的な健康づくりとともに社会
的環境の改善が求められています。
　本町では町民の健康づくりを総合的に支援しており、保健センターを中心にがんや結核検
診など各種検診事業や各世代における保健事業おいて、生活習慣病の発症予防と重症化予防
及び栄養・運動・休養等健康に関する生活習慣の改善及び定着を推進することが必要です。
　今後も心身ともに健康で生きがいを持って自立した生活が過ごせるよう、町民一人ひとりが
積極的に生涯を通じた健康づくりに取り組み、健康寿命の延伸を図ることが重要となります。

※ 1  食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する疾患群。生活習慣病には、悪性新生物（がん）、循環器疾患、
肥満症などがある。
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ࡦࢪ⾣

̏ô̍ô̍ɹ݈ͮ͘߁Γͷਪਐ

̏ô̍ô̎ɹ฼ͱࢠͷ݈ͮ͘߁Γͷਪਐ

̏ô̍ô̏ɹอ݈ɾҩྍαʔϏεͷॆ࣮

　健康づくりに対する関心を高めるための普及啓発活動として、各種健康づくりのきっかけ
としてのイベントの開催や、広報活動の充実を図ります。また、介護予防事業との連携を図
りながら、健康づくり教室等を通じた生活習慣病予防の普及や自主的なグループづくりを推
進し、継続的な活動となるよう支援します。さらに、自殺対策については、保健・医療・福
祉・教育、その他の関連施策と連携しながら推進していきます。
　また、子どもの頃からの生活習慣が成人期の健康状態に影響することから、保育所や小中
学校と連携し、望ましい生活習慣の確立を支援します。学校給食においては、安心安全な地
場産農産物や魚介類を積極的に取り入れ、学校・地域・家庭がつながる（連携する）食育推
進に取り組み、「食べる力」「感謝の心」「郷土愛」を育成します。
　さらに、健康づくり推進員や食生活改善推進員などの地区組織や健康づくりグループなど
の関係機関と連携し、町民が健康づくり活動に主体的に関わることができる環境の整備や地
域の絆づくりを推進していきます。

　妊婦健診、乳幼児健診、健康相談など妊娠・出産、乳幼児期に至るまでの一貫した保健サー
ビスとして子育て世代包括支援センター（保健センター内）を中心に、切れ目のない支援を
行います。また乳児への全戸訪問・指導等で、母と子の健康づくりと育児に関する不安の解
消を図ります。

　各種がん検診の受診率や精検受診率の向上、感染症予防や歯科保健の充実に努めるととも
に、特定健診及び特定保健指導事業等により生活習慣の改善と疾病の早期発見・早期治療を
推進します。さらに、町民の健康に関するデータを健康づくり・疾病予防に活かし、重症化
予防対策を推進します。
　また、震災が心に及ぼした影響はいまだ癒えているとは言い難く、これまで取り組んでき
た県民健康管理調査（福島県事業）やスクールカウンセラーによる子どもの心のケア、スクー
ルソーシャルワーカーによる生活支援等に引き続き取り組んでいきます。
　さらに、新型コロナウイルス感染症対策については、国・県と連携を図りながら、町民一
人ひとりの意識啓発に努めます。
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資料：統計でみる市区町村のすがた2020（総務省統計局）
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人口 1万人当たりの一般病院数（左）・医師数（右）

　かかりつけ医、かかりつけ歯科医を中心とした初期診療などの一次医療圏、入院医療及
び専門外来医療を提供する二次医療圏、より専門的、広域的な医療サービスを提供する三
次医療圏と、多様化・高度化するニーズに応じた効率的な医療サービスを適切に受けられ
るよう県や医療機関との連携に取り組みます。
　また、救急搬送や休日夜間急患センターなど、救急医療体制の充実を図ります。　

　高齢化に伴う生活習慣病の増加や疾病構造の変化により、医療に対するニーズはますます
多様化・高度化しています。さらに、新型コロナウイルス感染症の流行は、町民一人ひとり
の衛生観念はもとより、公衆衛生、さらには医療体制に課題をもたらしています。
　医療体制は、２次医療機関※ 1 として公立相馬総合病院（相馬市）と民間病院（新地町）が１ヵ
所、また、本町には民間病院の他に、診療所が２ヵ所、歯科診療所が１ヵ所あります。専門
的な分野については県立医科大学附属病院や県外の医療機関を利用しています。
　そのような広域的かつ重層的な医療体制を維持するとともに、身近な地域で基礎的な医療
を気兼ねなく受けることのできる診療所の配置、また診療所と病院との連携による適切な医
療サービスの提供とともに、救急医療体制の充実やかかりつけ医の普及が課題となっていま
す。

※ 1   入院治療を必要とする重症患者の医療を担当する医療機関。地域の中核的病院、専門性のある外来や一般的な入院医療を行う病院。
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　公立相馬総合病院等が地域医療の中核機関として質の高いサービスが提供できるよう、引
き続き施設や最先端機器の整備、人材の確保などに努めます。それとともに、内科や小児科
などの、受診する機会が多いと考えられる町内の医療機関については、身近に受診できる環
境づくりを進めるとともに、常用薬は身近に受け取ることのできるよう薬局の配置に取り組
みます。
　また新型コロナウイルス感染症の対策にあたっては、国・県の指針を踏まえつつ、検査や
入院の需要増を見込んだ体制強化の検討を進めていきます。

　健康に不安を感じた時に気軽に相談できるかかりつけ医がいることで、病気の早期発見・
早期治療につながります。また、かかりつけ歯科医は日常的な口腔ケアにつながります。そ
のため、医師会や歯科医師会、関係機関と連携・協力しつつ、かかりつけ医の普及を図ります。

　相馬地方広域市町村圏組合との連携のもとに、救急医療が円滑かつ適切に提供できるよう、
受け入れる医療機関における人的体制も含め、救急医療体制の充実を図ります。
　また、医療救急活動が迅速に行われるよう、県のドクターヘリや町内外医療機関との連携
強化に努めます。
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資料：町資料（毎年９月30日時点）
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要支援・要介護者の推移

　高齢者が要介護状態にならないための取り組みの充実を図るとともに、サークル活動や
ボランティア活動、シルバー人材センターなどを活用して社会参加を促進し、高齢者が元
気でいられる環境づくりを支援します。
　また、介護保険サービスの利用や高齢者福祉の充実により、安心して生活できる地域づ
くりを推進します。

　本町の高齢化率は令和元（2019）年 10 月時点で 32.0％となっており、今後も増加が
見込まれています。また、平成 27（2015）年国勢調査によると一人暮らし高齢者世帯は
224 世帯（全世帯の約 8％）、高齢者夫婦世帯（夫婦がともに高齢者の 2 人世帯）は 228 世
帯（全世帯の約 8％）です。令和 2（2020）年 9 月末時点で 491 人が要支援・要介護認定
を受けており、介護が必要な要介護認定者は年々増加すると予測されています。高齢者の生
きがいを促進するにあたり、元気な高齢者が要介護状態にならないための介護予防対策は重
要な課題となっています。
　また、認知症高齢者も増加しており、厚生労働省の推計では令和７（2025）年には高齢
者の５人に１人が認知症になるものと見込まれています。認知症を予防する取り組みを充実
していくとともに、認知症に対する理解を深め地域全体で見守る体制を充実していくことが
求められます。
　本町ではしんち福祉会（特別養護老人ホーム、デイサービス、在宅介護支援センター、地域包
括支援センター）や新地町社会福祉協議会（在宅サービス事業所）が中心として高齢者の支援を
担ってきました。
　今後も、介護予防や高齢者の社会参加活動、生活支援事業による認知症や要介護状態にな
らないための支援を行うとともに、介護が必要な場合には適切なサービスを利用できるよう
介護保険サービスの充実が求められます。
　さらに、高齢者がいつまでも尊厳のある人生を送ることができる、暮らしやすいまちづく
りのために、高齢者の権利擁護や虐待の防止等に対する取り組みが求められています。
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元気な高齢者
（老人クラブ連合会カーリングゲーム大会）

いきいき百歳体操（介護予防事業）
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　高齢者が住み慣れた地域で、要支援・要介護状態にならず、また孤立することなく、元気
に暮らし続けることができるよう、高齢者同士や世代間での交流、ボランティア活動やシル
バー人材センターにおける就労などの社会活動を通じて、健康維持と生きがいを感じる機会
を充実します。
　さらに、介護予防事業を充実させることで、低栄養予防・運動器及び口腔機能の向上、認
知症予防を図り、健康に配慮しながら自立して暮らすことのできる高齢者を増やすことをめ
ざします。

　地域包括ケアシステムの充実を図るとともに、民生児童委員や福祉ボランティアをはじめ
とする地域における見守り・支え合いを促し、高齢者が地域の中で安心して必要なサービス
が受けられるよう、また増加する認知症高齢者への適切な支援が行えるよう介護保険サービ
スの充実に努めます。また介護に携わる家族が不安や負担を感じることのないよう、支援に
努めます。

　高齢者が暮らしやすいよう、日常生活面での支援はもとより、成年後見人制度の周知・普
及をはじめとした法律的な支援などによる権利擁護も含めて、高齢者の暮らしを守ります。
その中で、サービスの集約化やコミュニティとのつながりを活かしたサービス提供のあり方
も検討していきます。
　ひとり暮らし高齢者に対しては、配食サービス等により健康の維持と見守り・安否確認を
行います。また、ひとり暮らしの重度身体障がい者や高齢者に対しては、緊急通報システム
を整備するなど生活支援サービスを行います。
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障がい者フォーラム
（障がい者理解促進啓発事業）

地域支え合い事業
（生活支援体制整備事業）
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　援助を必要とする高齢者、障がい者、子どもなどが増加する中、地域福祉活動の中核を
担う社会福祉協議会や民生児童委員協議会、行政区、ボランティア団体などを中心に、町
民みんなで支え合いができる福祉を確立します。また、障がいに対する理解を深め、就労
や生きがい活動の支援に努めます。
　社会復帰を図ろうとする人を支える更正保護や介護保険などの社会保障の充実を図るこ
とにより、誰もが暮らしやすい地域づくりを推進します。

　誰もが地域で安心して暮らしていくためには、地域での支え合いが重要となっています。
　本町では町社会福祉協議会や民生児童委員をはじめ、各種団体などが行政と連携し、ホー
ムヘルパーの派遣、配食サービス、福祉人材の育成などを行っていますが、より多くの地域
住民の参加のもと支え合いの社会づくりを推進するため、ボランティアの育成・活動支援や、
誰もが暮らしやすい福祉環境の充実が必要です。
　また、社会復帰を図ろうとする人を再び地域の輪に迎え入れることが自然にできるよう、
支援を行う体制の充実も求められます。
　障がい者福祉についても、住み慣れた地域で可能な限り自立して暮らし続けていくために
は、自立支援や就労の場の確保などとともに、地域での理解と支え合いが不可欠です。
　社会保障制度は暮らしの安心を支えるセーフティネットとして重要な役割を果たすもので
すが、少子高齢化等の進展に応じた制度の充実が課題となっています。
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　地域福祉活動の推進母体である町社会福祉協議会の活動を支援し、活動の拡充による地域
福祉の一層の促進を図るとともに、民生児童委員の活動しやすい環境づくりに努めます。
　また、安全で安心な地域社会を築くため、社会を明るくする運動の啓発活動とともに、社
会復帰を図ろうとする人の支えとなる保護司等の更生保護活動を支援していきます。

　福島県の「人にやさしいまちづくり条例」に基づき、公共施設や道路、住宅のバリアフリー
化など、人にやさしいまちづくりを推進します。交通環境については、公共施設等における
おもいやり駐車場の確保に努めるとともに、安心して運転免許証を返納できるよう公共交通
網のあり方について検討します。
　また、高齢者同士や世代間の交流を図るとともに、障がい者には交流機会や就労機会等を
つくり、ソフト面においてもやさしいまちづくりを進めていきます。

　障がいの重度にかかわらず、住み慣れた土地で長く住み続けられるよう障がい者に対する
生活サポートの充実とともに、就学・就労等の社会参画を促すことで自立に向けた支援を図
ります。同時に、障がいに対する地域住民への理解を求め、地域住民との交流や就労・生き
がい活動が行いやすい環境の形成に努めます。

　生活保護を必要とする世帯など生活に困窮する世帯に対しては、関係機関との連携のもと、
必要とする人への的確な情報提供を行うとともに、生活の安定と自立に向けた支援に努めま
す。

　国民健康保険や介護保険、後期高齢者医療等については、制度や事業に関する広報・啓発
活動や相談活動を充実するとともに、事業の適切な運営及び円滑な推進を図ります。
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資料：平成12年～平成30年は、第116回～第134回福島県統計年鑑（福島県 企画調整部 統計課）
　令和元年は、福島県の推計人口 令和元年版　　　　　　　（福島県 企画調整部 統計課）

資料：平成12年～平成30年は、第116回～第134回福島県統計年鑑（福島県 企画調整部 統計課）
令和元年は、福島県の推計人口 令和元年版　　　　　　　（福島県 企画調整部 統計課）
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合計特殊出生率の推移

　医療費や保育・幼児教育などの子育てに係る負担の軽減、児童館での親子交流活動や育
児相談事業に取り組むとともに、子育て相談に係る包括的なセンター機能である「子育て
世代包括支援センター」を活かし、妊娠・出産・育児への不安の解消をサポートします。
　また、小学生の放課後の居場所として放課後児童クラブ、児童館の運営により、安心し
て子育てができる環境づくりに取り組みます。

　全国的に少子化が進行していますが、本町も同様の傾向にあります。それを踏まえて本町
では、妊娠期から出産・乳幼児・児童期の各時期に応じて検診や相談などを行い安心して子
どもを産み育てられるよう努めてきました。また、保育所における０歳児保育や延長保育な
ど、多様化する保育ニーズに対応するよう充実に努めてきました。さらに就学後の子育て支
援についても、放課後児童クラブの対象を留守家庭の小学生全学年に拡大し、支援に努めて
きました。
　今後は、この計画に基づき事業を実施していくこととなり、母子保健や子育て支援をとお
して、本町で安心して子どもを産み育てられるよう、保育所や学校、家庭、地域、行政など
の関係者が協力して、子ども・子育て支援に取り組んでいくことが必要です。

本町の出生数の推移
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保育所行事
（満了おめでとう会バイキング）

児童館のイベント
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　子育て世帯の状況やニーズに応じて保育サービスの充実に努めます。一時保育事業や延長
保育事業などのサービスの充実に取り組むとともに、児童館を子育て支援の拠点として充実
していきます。
　就学後においては、放課後児童クラブでは留守家庭の小学生全学年に対象を拡充し、保護
者の子育てを支援します。また、子育てに不安や負担を感じる保護者を増やさないよう、親
子が交流し、仲間づくりと情報交換ができる場所として利用されています。保育所での育児
相談や児童館の世代間交流事業などにより、気軽に集まれる場を提供しています。

　子育てに伴う経済的負担を減らすため、現在、ひとり親世帯等（母子・父子・在宅障がい
児（者）のいる世帯）の保育料の軽減、同時入所第 2 子以降保育料無償化事業、0 ～ 2 歳
児の保護者には保育料軽減助成金の支給、3 ～ 5 歳児の保護者には副食費無償化事業、幼稚
園利用者の一部負担を行っています。今後も引き続き、保育料の軽減に努めるとともに、児
童手当の支給、出生児祝金や 18 歳までの子ども医療費の助成などの継続に努めます。
　その他、あらゆる世帯が子どもを産み、育てることに負担を感じることのないよう、子育
ての経済的補助について検討します。特にひとり親家庭及び父母のいない児童に対しては、
生活の安定と自立の促進に向けたきめ細かな相談・支援に努めます。また、国の制度改正も
踏まえながら、不妊治療への助成など経済的支援も検討します。
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小学校児童数・中学校生徒数及び教員数の推移

　自立・協働・創造に向けた主体的な学びを実現するため、ＩＣＴを活用した教育に取り
組み、コミュニケーション能力の育成と社会を生き抜く力を養います。
　小学生は、家庭学習用問題集「ち・か・ら」「鹿狼山」の配付による学習習慣の確立、中
学生では、進路実現や弱点克服に向けた「新地町トライ塾」の開催など、家庭との連携に
よる教育力の向上を図ります。
　食育をとおして地域人材の協力の下で、安全・安心に基づいた地場産品を活用した食育
講座や、健康課題の解決を図るための各校の特色に応じた取り組みなど、学校と家庭、地域、
行政が連携し、子どもの心身の健全な発達を支えます。

　本町には小学校が３校、中学校が１校あります。第５次総合計画においてはＩＣＴを活
用した教育活動を各学校において推進してきました。その本町特有の実績を基盤として、
GIGA スクール構想の政策動向を踏まえた機器をツールとした学習への取り組みを充実させ
ることは、大人が子どもの教育のために本町を居住地として選択する理由となります。そこ
で、子育てへの不安を解消するに足る学校教育を実現することが重要です。さらに、地域内
外での体験的な学習を通じ、福祉教育や環境教育、国際教育、防災教育、食育、ふるさと教
育など、豊かな人づくりにつながる教育の展開も必要となっています。
　共働き世帯の増加や地域コミュニティの弱体化による家庭・地域の教育力の低下が課題と
なるなか、その改善を図るとともに、学校教育の充実が求められています。
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ＩＣＴを活用した教育活動
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　学校教育においては第一に基礎学力を高め、生きる力を育んでいきます。児童生徒一人一
人の習熟度に応じた支援をめざし、家庭における教育力を高めるとともに、家庭学習用テキ
ストを作成するなどの支援を行い基礎学力の底上げを図ります。
　また、Society5.0 ※ 1 に求められる情報活用能力の育成に向けて、本町における教育の特
徴ともなっている ICT 教育をさらに充実させるため ICT 支援員や学習支援員の配置など、
学習環境のより一層の充実に努めます。また、環境教育や防災にかかる教育など、多様な学
びを提供していきます。
　さらに、特別の支援が必要な児童生徒等に対する教育の充実を図るため、地域の人材を活
用して学習支援員を配置します。また、家庭の経済状況による教育格差を解消するために奨
学資金貸付けを継続します。

　現在の小中学校の維持を基本とし、学校・家庭・地域との連携強化を図り、地域ぐるみで
学校を支援し、子どもたちを育む活動を推進します。また、県立新地高等学校の教職員や生
徒の地域活動への参加、本町の企業による学外教育の機会や学校教育への協力を支援し、地
域との連携を深めるとともに、大学や企業等と連携して教育活動の活性化を図ります。

　学校や家庭、地域の連携により、地場産品の活用も図りながら、健康ならびに食文化の両
面において食の大切さを認識するための食育を推進するとともに、地域でのスポーツや交流
を通じた心身の健康を増進する教育活動を推進していきます。
　また、不登校・いじめについては、各校における取り組みに加えて、不登校や教室にいら
れない児童生徒の居場所づくりを行うスペシャルサポートルーム（SSR）を県と連携して
開設し、不登校の児童生徒の学習機会の確保と将来の社会的自立をめざします。

※ 1  国が提唱する未来社会の姿であり、狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）
に続く新しい社会（Society5.0）として、情報や人工知能、ロボット等の先端技術を産業や社会生活に取り入れた変革によって、経済
成長と社会課題の解決が期待されている。Society（ソサイアティ）は社会のこと。
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図書館貸出者数・貸出点数の推移

　文化協会加盟団体等の活動支援に努めるなど、町民一人ひとりが主体的に学習する生涯
学習に対する意識向上を促進するとともに、図書館などで多様化・高度化する学習要求に
対応し、その成果を適切に活かすことができる地域社会づくりを推進します。
　また、町民が自らの手によって社会的な問題を解決し、可能性を伸ばし、生活の質を高
めることでより良い生き方を実現できるよう、各種団体と連携・協力しながらボランティ
ア活動を推進・支援します。

　東日本大震災によって地域コミュニティやボランティア活動が改めて評価されるなか、町
民の生涯学習・文化活動に対する意識が高まりにより、これまで多くの町民や各種団体など
が自発的で活発な活動を行ってきました。また、震災復興の支援のために本町で活動をして
きた大学や団体との交流も活性化し、現在もそれらの交流は継続されています。
　そのような現状を活かし、町民個々が学び、交流するなかで、よりよい地域をつくろうと
する活動にかかわり、主体的なまちづくりが展開される地域社会を形成することが期待され
ます。
　また、図書館については、資料面では本町や町民にまつわる郷土資料の収集・保管や図書
館所蔵資料の電子化や電子書籍の提供が課題となっています。事業・サービス面では、子ど
もの読書活動のより一層の活性化に加えて、居場所としての利用についても検討し、生涯学
習・社会教育に対する取り組みの充実を図ることが求められています。
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生涯学習フェスティバルの発表会 図書館内の様子
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　生涯の各期にわたって学習機会を提供することができるよう各種教室や講座の充実、団体・
グループ活動の支援などに努めます。また震災後も継続して交流してきた企業や大学、各種
団体の協力も得ながら、事業のさらなる充実を図ります。
　事業等で学んだことを活かした社会参画が促進されるよう、ボランティア団体及び個人ボ
ランティアの相互連携を図ります。また、学校教育におけるボランティア体験の機会の拡充
や、町社会福祉協議会と連携したボランティア学習や体験の場づくりなどをとおし、ボラン
ティアの育成・支援に努めます。

　本町の芸術文化の保護・育成を図るため、町民の芸術文化活動を支援するとともに、新設
された新地町文化交流センター等を活用して芸術文化をとおした交流の場の提供や小中学校
との交流、情報の発信を行います。また、芸術文化団体の自主的な運営による活性化を支援
します。

　大人から子どもまで幅広い年代が身近に感じられる図書館づくりを推進するとともに、資
料や事業の充実を図ることで日常の生活に役立ち、自らの学びや郷土愛を育む力を育てる本
や、映像・音楽・電子資料などに触れる機会を提供していきます。そのほか、町民の多様な
ニーズに応える施設づくりにも取り組みます。
　特に子どもに対しては、生涯にわたる豊かな読書経験の基礎を形成するため、0 歳児から
絵本に触れる機会となる事業や、学校や地域住民と連携した事業を行うなど、「子ども読書
活動推進計画」に基づき、子どもの読書活動を推進します。
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新地城跡 スポーツ活動（インディアカ）
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　観海堂跡、城跡、製鉄跡、貝塚、人物などの歴史文化資源を総合的に把握し、町民に周
知することで、その価値の共有や郷土への誇りと愛着を育みます。
　体育協会加盟団体等の活動支援に努めるとともに、フットサル場やパンプトラックなど
の新たな施設と既存施設を活用し、気軽にスポーツに親しむことができる環境づくりを行
い、心身の健康と交流の促進を図ります。また、競技スポーツへの支援を継続します。
　さらに、各種大会の開催などを、関係者及び各種団体と連携して行います。

　歴史や文化に関しては、国史跡指定の新地貝塚附手長明神社跡、福島県史跡指定の三貫地
貝塚や観海堂跡を始め、原始時代から近代に至るまで 150 以上の史跡・文化財があります。
文化財は祖先が新地町に残した足跡であり、文化財から故郷を学び未来へとつなげていく文
化継承を行うだけでなく、私たちを育んできた郷土に対する愛着を深めることもできます。
出土した縄文土器や歴史関連の書物の整理や保全も大切です。文化財を広報して周知するこ
とで観光資源としての役割を果たすことができます。
　スポーツ活動に関しては、町民一人ひとりの健康保持・増進や体力づくりに寄与するとと
もに、スポーツをとおした交流がコミュニケーション能力や思いやりの心、多様な価値観を
認め合う気持ちなどを育み、地域社会のコミュニティ形成にも大きな役割を担っています。
　東日本大震災後に整備された新地駅前フットサル場やパンプトラックなども活用しなが
ら、年齢にかかわらず、また障がいがあってもスポーツを楽しむことのできる機会や、動機
づけとなる情報発信に取り組んでいくことが必要です。
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　歴史文化に関連した文化財や歴史書などを文化資産として、保存や活用の方法はどうある
べきかなど幅広い視点からの調査研究を推進します。学校教育においては、小冊子「新地町
の文化財」やデジタルデータ化の冊子「わたしたちのまち新地」を副読本として社会科や総
合的な学習の時間に活用を図り、郷土の歴史文化の学習から郷土愛を育んでいきます。

　スポーツを誰もが生涯にわたる身体的な楽しみとする趣旨を活かし、多くの町民が参加で
きるスポーツをとおして楽しみながらの健康づくりを推進するため、町民のニーズを取り入
れながら生涯スポーツ活動事業の充実を図ります。さらに、東日本大震災後に顕著になった
子どもの肥満防止、高齢化社会における介護予防、若者の出会いの場の創出などを踏まえた
メニューも企画します。
　競技スポーツは、市町村対抗駅伝・軟式野球・ソフトボール大会などの支援を継続します。
　また、スポーツ指導者登録を行い、スポーツに関連する事業の支援として各種教室や講座
の充実、スポーツ団体・グループ活動の活性化を図ります。その他、ボランティア活動に携
わった人々の中からスポーツ活動支援に適した人材を発掘し、生涯スポーツ活動事業に活用
します。
　さらに、スポーツ推進員による生涯スポーツ（ニュースポーツなど）の普及・啓発活動を
行います。その他、防災緑地公園を活用したウォーキングやジョギングなどの軽運動の推進、
新地駅東側のフットサル場やパンプトラックにおける町民の利用促進を図ります。

指定文化財の分布

資料：福島県教育委員会等
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地区の盆踊大会 防災訓練への参加
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　まちづくりには、町民や行政などが協力して取り組む「協働」が欠かせません。そのため、
行政区や地域づくり団体など、自主的な活動を支援するほか、町民や関係団体などとの協
働の取り組みを推進します。
　また、町の広報紙やホームページなどにより必要な情報を積極的に発信するとともに、
子どもからお年寄りまで幅広い世代の町民が参加しやすい協働の体制づくりを推進します。

　本町には、昔ながらの地域コミュニティが根ざしており、町民の福祉や地域の文化を支え、
行政区が行政と町民のパイプ役を担っています。また、東日本大震災以降は特に、自分たち
の手でまちづくりを行うという意識や活動が高まってきています。
　時代や社会状況の変化とともに行政に対するニーズが多様化・高度化し、行政だけで運営
できるような時代ではなくなってきているなかで、住みやすく魅力あるまちにしていくため
には、教育や子育て、医療や福祉、防災など、地域住民と行政区、町、関係機関・団体等が、
それぞれの役割を担いながら、協働の体制づくりを進めていくことが重要となっています。
　さらに、協働の取り組みに当たっては若い世代や女性など多様な参画を得るため、町政や
各種活動に関する情報を様々な手法で発信し、情報をみんなで共有することが求められます。
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まちづくり懇談会の様子 男の料理教室（男女共同参画推進事業）
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　東日本大震災以降に活性化してきた町民からなる団体による自主的な活動、さらにはボラ
ンティアやＮＰＯ法人等の地域づくり活動を支援するため、活動にかかる助成や活動場所の
提供などを行います。また、地域おこし協力隊や復興支援員等による地域おこし活動を支援
し、コミュニティの再構築・充実を図っていきます。
　町政の推進においては、町民の意見を町政に反映させるために、まちづくり懇談会を開催
するとともに、多様な意見を取り入れるため、各種計画や事業の進捗に応じた委員会や審議
会等では、年齢や性別、障がいの有無にかかわらない参画を促進します。若者世代の参画機
会としては、青少年の健全育成と非行防止対策のため地域や各関係機関で構成された「青少
年健全育成町民会議」の各種事業（少年の主張大会、各行政区・地区・各学校の活動支援）
を実施します。
　さらに、男女が互いに人権を尊重し、性別にかかわりなくその個性と能力を十分に発揮す
ることができるよう、「新地町男女共同参画プラン」に基づき、男女平等意識の啓発や学習
機会の充実やワークライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進により男女共同参画社会
の実現をめざします。

　行政情報のみならず、様々なまちづくり活動の情報を「広報しんち」や町ホームページ
に掲載するなど広く情報を発信します。情報発信にあたっては、町民の関心を惹くよう工
夫し、町民一人ひとりに必要な情報が行き届き、多くの町民との情報共有化が図られるよ
う情報提供の充実に努めます。
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役場防災行政無線室 マイナンバーカードの交付
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　国・県のデジタル化や情報化施策の進展などを踏まえて、各種申請やこれに伴う本人確
認のオンライン化など行政事務の効率化を図ります。観光情報から災害情報まで各種情報
については、町ホームページなどのインターネットを活用し、迅速に掲載するよう取り組
みます。
　また、児童生徒が情報に対する個人の責任を理解できるよう、情報モラルの教育の充実
を図ります。

　町政や暮らしにかかわる情報を広く町民に提供していくためには、町内に整備した光ファ
イバーケーブル網を活かしつつ、ＩｏＴ※ 1 やビックデータ※ 2、ＡＩ※ 3 といった急速に進む
ＩＣＴを活用することにより行政サービスの高度化や効率化等を検討していく必要がありま
す。また、国が推進するマイナンバー制度では、自治体に対して行政サービスや行政手続き
等の広い分野での利活用が期待されていることから、マイナンバーカードの発行促進や関連
システムの整備を図り、町民の生活利便性を向上することが求められます。さらに、情報社
会での行動に責任をもつことや危機回避など情報モラルへの対応が求められています。行政
情報の発信については町ホームページにとどまらないソーシャルメディアの活用により情報
の共有化を推進することが求められます。
　特に防災に関する情報については、迅速かつ正確に伝える必要があることから、従来の方
法の充実・改善にくわえて、新たな手段の検討も含め、適切な情報提供のあり方を検討して
いくことが必要です。

※ 1  あらゆるモノがインターネットを通じてつながることによって実現する新たなサービス又はそれを可能とする技術の総称。
※ 2  膨大かつ多様で複雑なデータのことであり、日々生成されるデータの集合を指し、単に膨大なだけではなく、非定形でリアルタイムに

増加・変化するという特徴がある。
※ 3  人工知能。コンピューターで、記憶・推論・判断・学習など、人間の知的機能を代行できるようにモデル化されたソフトウエア・システム。
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※ 1  スマートフォンやタブレット端末で利用することのできる特定の用途や目的のために作られたソフトウェア。

ࡦࢪ⾣
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　町が整備した情報通信基盤を積極的に活用して情報発信を行うとともに、マイナンバー
カードを活用した行政サービスの提供等、行政運営及び行政サービスの質的向上を進めると
ともに町民の生活や企業の利便性、快適性の向上を図ります。
　また、インターネット上での犯罪や消費者問題が懸念されることから、情報化社会におい
て生きていくために必要な情報モラルを高めるため、学校を中心に情報モラル教育を実施し
ていますが、さらに広く情報モラルの啓発を行います。

　情報伝達環境の整備に伴い、町ホームページの内容の充実や更新頻度を高めるなど、積極
的な行政情報の発信の充実に努めます。
　特に、近年のスマートフォンやタブレット端末の普及を踏まえ、町の情報を効率的にワン
ストップで収集できるモバイルアプリケーション※ 1 の活用を図ります。
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資料：地方財政状況調査（総務省）

単位：歳入・歳出額（億円）

平成21
（2009）年

平成22
（2010）年

平成23
（2011）年

平成24
（2012）年

平成25
（2013）年

平成26
（2014）年

平成27
（2015）年

平成28
（2016）年

平成29
（2017）年

平成30
（2018）年

令和元
（2019）年

歳入総額 歳出総額

44.4 47.1

81.6
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210.1 210.5
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　少子高齢社会の到来や価値観の多様化など社会の状況が変化していく中で、時代に即し
た行政サービスを提供できるよう、効率的・効果的な事業執行や事務改善などにより財政
健全化を図り、持続可能な行財政運営を行います。

　これまで本町は、電源地域の一つとして安定した財政状況を維持し、役場庁舎を含む公共
施設の整備など社会資本及び行政サービスの充実に取り組んできましたが、景気の低迷や少
子高齢化・人口減少社会の到来など、全国的に自治体の行財政運営は、今後、より厳しい環
境に置かれるものと想定されます。
　定住・交流・関係人口の拡大により町の活性化を図る一方で、行財政の運営にあたっては
町民ニーズを踏まえ、選択と集中の考え方に基づき、効率的・効果的に施策・事業を展開し
ていくことが求められます。行政評価を通じた計画、実施、評価、改善の評価システムを構
築していく必要があります。
　また、少子化や環境問題、男女共同参画など分野を横断する行政課題や広域的なまちづく
りの取り組みも求められています。

本町の歳出・歳入
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　行政サービスを効率的・効果的に実施できるよう、行政内システムや手続き等の見直しを
行うとともに、マイナンバー制度※ 1 について町民が理解を深め利用できるよう情報の提供
に努めます。また、　窓口サービスの向上を図るとともに、弾力的な組織運営を推進します。
　総合計画の実現を図るための組織・機構の見直しを柔軟に行うとともに、職員の能力開発
に努めます。
　横断的な行政課題に対しては政策調整会議などにより、各部門間の連携を密にした総合的
な行政運営を図ります。
　これまで整備されてきた公共施設、道路・橋梁等の社会資本は、年月の経過とともに老朽
化や安全性・快適性の劣化といった問題が生じます。安全性の確保とともにライフサイクル
コスト※ 2 を縮減するため、予防保全的管理を行い、社会資本の長寿命化に取り組みます。

　財政の健全化を図るため、将来的な歳入を予想しながら、持続可能な行政運営に努めます。
　多様な行政需要に対して施策・事業の評価を行うなど優先度の高い事業への財源の重点的
な配分を図り、計画的・効率的な事業執行に努めます。そして、本町における資産や債務、
財務情報などをわかりやすく公表します。
　活力あるまちづくりや産業の誘致・振興、課税客体※ 3 の把握などにより、安定した税収
の確保に努めます。また、受益者負担の原則に基づき、使用料・手数料の適正化に努めます。

※ 1  住民票を有する全ての方に１人１つの番号を付して、社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理し、複数の機関に存在する
個人の情報が同一人の情報であることを確認するために活用されるもの。

※ 2  製品や構造物などにかかる生涯費用のこと。企画から製造、運用、廃棄までをトータルに考えるもの。
※ 3  課税の対象となる物件・行為・事業等をいう。例えば、固定資産税の課税客体は、土地、家屋、償却資産。
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大学と連携した取り組み 姉妹都市との交流（スポーツ祭）

̑ô̐ ଟ༷ͳओମͱͷ࿈ܞ

⾣Ί࢟͟͢

ͱ՝୊گݱ⾣

　安全・安心で快適に暮らすことができる地域社会を形成するため、東日本大震災からの
復旧・復興の取り組みをとおしたつながりなどを活用しながら、関係自治体、企業、大学
などとの連携を図ります。
　また、広域連携や姉妹都市との連携を進めます。

　地域コミュニティや商工会、農協、漁協などの従来からの連携を深めながら、東日本大震
災の復興の過程で形成された町内外のつながりを今後も引き継ぎ、活かしながら、産学官と
の連携や広域での連携を図ることで、町政を推進するとともに、交流人口・関係人口の獲得
を図る必要があります。
　観光振興については、本町のみならず沿岸部や県内市町村全体で PR を行うなど、相乗効
果を発揮し誘客に努めることが大切です。
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　大学では、明治大学と連携協力に関する協定を締結しており、地域の活性化や教育・芸術・
文化の振興など幅広い分野で連携を図っています。また、東京大学大学院、国立環境研究所
と町による三者協定を締結し連携した取り組みを進めているほか、民間企業においても包括
連携・協力に関する協定を締結し取り組みを進めています。
　学校教育では、町内に進出している企業や大学と連携してエネルギー学習及び講義等を実
践しています。
　大学や企業、関係機関・団体等の協力・連携を充実し、教育・文化・スポーツ・学術等活
動支援や、まちづくり・地域振興に際して必要となる調査、研究開発、広報広聴、人材育成
などに取り組みます。

　相馬地方広域市町村圏組合の積極的な活用を図るとともに、関連市町村や県、姉妹都市な
どとの連携により交流の推進を図ります。　　　　　　　　　
　伊達藩「ふるさと姉妹都市・歴史友好都市」関係５市町による、まちづくりサミット等に
より歴史的絆を確認し相互交流を進めます。また、各市町の少年団体（シニアリーダー）の
研修交流会を実施し、次代を担う青少年の資質向上・育成に努めます。
　学校教育では、ウェブ会議システムを活用して東京都のフランス学園、鹿児島県鹿屋市の
田崎小学校、滋賀県竜王町と交流しています。また、宮城県蔵王町とは山と海の良さを利用
する夏休み研修を毎年、相互交流で実践しています。他地域の自然・文化・言語などの理解
学習を推進していきます。
　災害時の相互応援協定を締結している、和歌山県みなべ町、滋賀県竜王町、三重県四日市
市とは、当町の持つ震災からの復旧・復興への経験、取り組みを共有しながら交流を深めて
いきます。
　観光面では、浜通りの自治体で組織する「うつくしま浜街道観光推進会議」や県内自治体
で組織している「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会と連携し取り組むこと
で相乗効果を発揮し誘客に努めていきます。

ୈᶙ෦ɹୈ �ষ

－ 87－



付  属  資  料

１　 SDGs対応表

̎ 　第６次新地町総合計画策定経過

３　 「未来のしんち」小・中学生
　　　　　   作文コンクール入賞作品

４　 諮問

̑　 答申

６　 新地町総合計画審議会委員名簿

̓　 新地町総合計画策定委員名簿
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SDGs対応表1
＜第６次新地町総合計画　基本計画　SDGs対応表＞
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①貧困

②飢餓

③保健

④教育

⑤ジェンダー

⑥水・衛生

⑦エネルギー

⑧経済成長と雇用

⑨インフラ、産業化、イノベーション

⑩不平等

⑪持続可能な都市

⑫持続可能な生産と消費

⑬気候変動

⑭海洋資源

⑮陸上資源

⑯平和

⑰実施手段
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SDGs対応表1
＜第６次新地町総合計画　基本計画　SDGs対応表＞
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①貧困

②飢餓

③保健

④教育

⑤ジェンダー

⑥水・衛生

⑦エネルギー

⑧経済成長と雇用

⑨インフラ、産業化、イノベーション

⑩不平等

⑪持続可能な都市

⑫持続可能な生産と消費

⑬気候変動

⑭海洋資源

⑮陸上資源

⑯平和

⑰実施手段



年　月　日

11月 16日

11月 27日

11月 30日

12月 11日

12月 17日

12月 21日

1月 25日

2月 1日

2月 3日

2月 9日

2月 12日

2月 26日

3月 5日～ 8日
3月 17日

1月 28日～ 2月 7日

令和 3年
1月 18日

・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について
・将来人口推計（案）について
・土地利用現況図及び構想図（案）について

第 7回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について
・将来人口推計（案）について

第 4回新地町総合計画策定委員会
・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について
第 2回新地町総合計画審議会
・第 6次新地町総合計画基本構想（素案）について
第 6次新地町総合計画策定本部 部会
・第 6次新地町総合計画基本計画の作成について
第 8回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画等のスケジュール案について
第 9回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画基本計画（案）について

第 11回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画序論（案）について

第 12回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画序論（案）について
・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について
・第 6次新地町総合計画基本計画（案）について
・パブリックコメントと対応（案）について

第 4回新地町総合計画審議会
・パブリックコメント（意見公募）について
・第 6次新地町総合計画（案）について
・総合計画（案）を答申

町議会総合計画審査特別委員会
町議会　第 6次新地町総合計画を議決

第 10回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画基本計画（案）について
・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について

総合計画（素案）への意見募集（パブリックコメント）
・総合計画（素案）を町ホームページ等で公表し意見募集
・意見提出者 1人、意見の件数 7件

第 3回新地町総合計画審議会
・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について
・第 6次新地町総合計画基本計画（案）について

内　　容

第 13回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画について
・新地町国土利用計画（案）について
・第 2期新地町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン及び総合戦略（案）
  について
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第６次新地町総合計画策定経過

年　月　日

令和元年
11月 14日

12月 12日～
令和 2年 1月 17日

令和 2年
2月～ 3月

2月 26日～ 3月 2日

7月 27日

7月 31日

8月 7日

8月 17日

8月 20日

8月 28日

10月 9日

11月 16日

8月 21日

12月 18日～ 20日

第 1回総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画策定方針について

第 2回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画策定状況について

第 3回新地町総合計画策定本部会議
・新地町総合計画策定委員会の進め方について

第 2回新地町総合計画策定委員会
・意見交換　施策の大綱に係る意見交換、各委員からの自由意見
・第 6次新地町総合計画の骨子（案）について

第 3回新地町総合計画策定委員会
・意見交換　第 6次新地町総合計画の骨子（案）に係る意見交換、
  各委員からの自由意見

第 6回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画序論（案）について

第 5回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画基本構想案について
・将来人口推計についてについて

第 4回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画の骨子（案）について

まちづくりアンケート調査の実施
・住民（新地町に在住する 20歳以上の方）1,050 人（回収数 507人）
・若者（新地町に在住する 16～ 19歳の若者）50人（回収数 30人）
・町外者（以前新地町に住んでいた方（転出後 5年以内））
　50人（回収数 4人）

第 1回新地町総合計画審議会
・会長及び副会長の選任について
・新地町総合計画の諮問について
・調査事業等の報告について
・総合計画等の評価について
・今後のスケジュールについて

第 1回新地町総合計画策定委員会
・会長及び副会長の選任について
・新地町総合計画策定委員会について
・意見交換　施策の大綱に係る意見交換、各委員からの自由意見

「未来のしんち」小・中学生作文コンクール募集

まちづくり懇談会（地区別：福田、新地、駒ヶ嶺）の実施

内　　容

各種団体懇談会
新地町商工会、ふくしま未来農業協同組合 新地総合支店、相馬双葉漁業
協働組合 新地地区、みらいと、新地町社会福祉協議会、しんち福祉会、
新地町文化協会、新地町老人クラブ連合会、福田婦人会

2
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・第 6次新地町総合計画基本構想（素案）について
第 6次新地町総合計画策定本部 部会
・第 6次新地町総合計画基本計画の作成について
第 8回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画等のスケジュール案について
第 9回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画基本計画（案）について

第 11回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画序論（案）について

第 12回新地町総合計画策定本部会議
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・第 6次新地町総合計画（案）について
・総合計画（案）を答申

町議会総合計画審査特別委員会
町議会　第 6次新地町総合計画を議決

第 10回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画基本計画（案）について
・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について

総合計画（素案）への意見募集（パブリックコメント）
・総合計画（素案）を町ホームページ等で公表し意見募集
・意見提出者 1人、意見の件数 7件

第 3回新地町総合計画審議会
・第 6次新地町総合計画基本構想（案）について
・第 6次新地町総合計画基本計画（案）について

内　　容

第 13回新地町総合計画策定本部会議
・第 6次新地町総合計画について
・新地町国土利用計画（案）について
・第 2期新地町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン及び総合戦略（案）
  について
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・住民（新地町に在住する 20歳以上の方）1,050 人（回収数 507人）
・若者（新地町に在住する 16～ 19歳の若者）50人（回収数 30人）
・町外者（以前新地町に住んでいた方（転出後 5年以内））
　50人（回収数 4人）

第 1回新地町総合計画審議会
・会長及び副会長の選任について
・新地町総合計画の諮問について
・調査事業等の報告について
・総合計画等の評価について
・今後のスケジュールについて

第 1回新地町総合計画策定委員会
・会長及び副会長の選任について
・新地町総合計画策定委員会について
・意見交換　施策の大綱に係る意見交換、各委員からの自由意見

「未来のしんち」小・中学生作文コンクール募集

まちづくり懇談会（地区別：福田、新地、駒ヶ嶺）の実施
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各種団体懇談会
新地町商工会、ふくしま未来農業協同組合 新地総合支店、相馬双葉漁業
協働組合 新地地区、みらいと、新地町社会福祉協議会、しんち福祉会、
新地町文化協会、新地町老人クラブ連合会、福田婦人会
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　第６次新地町総合計画の策定に当たり、未来を担う子供たちが、本町の将来をどのように
考えているかを集約し、計画策定の参考にすることを目的として町内小学生及び中学生を対
象とした「未来のしんち」小・中学生作文コンクールを実施しました。（令和元年 12 月 12
日～令和 2 年 1 月 17 日）
　募集期間に応募のあった作文、小学生の部 200 点、中学生の部 111 点の中から、新地町
総合計画策定本部による厳正な審査の結果、最優秀賞と優秀賞３点をそれぞれ決定しました。

○小学生の部

○中学生の部

最優秀賞 「未来の新地町について」　　　　　　　　　　本田　結愛さん（福田小６年）

優秀賞　 「新地町の美しい自然と大切な復興」　　　　　只野　楓花さん（駒ケ嶺小５年）

優秀賞　 「未来新地を考える」　　　　　　　　　　　　齋藤　龍馬さん（新地小５年）

優秀賞　 「私が思う未来の新地町」　　　　　　　　　　水戸　楓花さん（新地小４年）

最優秀賞 「未来のしんち」　　　　　　　　　　　　　　目黒　美琴さん（尚英中１年）

優秀賞　 「私が思う新地町」　　　　　　　　　　　　　八巻　歩夢さん（尚英中２年）

優秀賞　 「未来の新地町のために今私が出来ること」　　岡田　咲幸さん（尚英中１年）

優秀賞　 「新地町の未来」　　　　　　　　　　　　　　佐藤　芭菜さん（尚英中１年）

※学校、学年は令和 2 年 3 月時点

付属資料3 「未来のしんち」小・中学生作文コンクール入賞作品
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小学生の部　最優秀賞

小学生の部　優秀賞

福田小学校６年

駒ケ嶺小学校５年

「未来の新地町について」

「新地町の美しい自然と大切な復興」

本田　結愛さん

只野　楓花さん

　私が考えた未来の新地町は、「今の良さを活かした住み

やすくて働きやすい町」だと考えました。

　「今の良さを活かした住みやすく働きやすい町」という

のは、豊かな自然がたくさんあるところや震災の記おく

が残っているところなど、今の新地町には良いところが

たくさんあります。でも、このままでは少子高齢化が進

むなどして、今の良さを維持していくことが難しくなる

のではないか、と考えました。ですが、ただ企業誘致な

どで人口を増やす取り組みだけを進めても、今の良いと

ころが減ってしまったり、無くなってしまうかもしれま

せん。そこで、私が考えたものがこの「今の良さを活か

した住みやすい町、働きやすい町」なのです。

　まず私は、未来の新地町のために具体的にどのような

ことをしていけばいいのかを考えてみました。私が考え

たのは、新地町の豊かな自然を活かして若い世代の人達

で農業を盛り上げるというのはどうでしょうか。以前

ニュースで、スマート農業というのを見ました。スマー

　私は、今の新地町が緑であふれてきている気がします。

新地駅の近くの場所などは、木の苗が一面に植えられて

います。それから、緑の少年団も活躍しているので、駒

ケ嶺小は学校中が花に囲まれています。私は、校門の花

壇の前を通るたびに「きれいだな、もっともっと緑が増

えていくといいな。」と思います。でも、学校で地域清掃

活動をしている時や歩道を歩いている時に、コンビニの

袋や空き缶、ペットボトルなどがたくさん落ちています。

それを見ると私はがっかりしてしまいます。ちゃんとゴ

ミを拾う人もいますが、反対にたくさんポイ捨てしてい

る人もいます。なので、町の人が互いに呼びかけたり、

看板を立てるなどの工夫をしたりすれば、少しはゴミが

減るんじゃないかなと思います。また、いつも道ばたに

捨てているような人も、迷惑に気付いて努力して欲しい

です。そのような動きが町中に広がっていけば、今より

もさらにきれいで素敵な町になると思います。

　次は、復興についてです。私やクラスの友達は、「新地

ト農業とは、人工知能やＩＣＴなどの最先端技術を使っ

て、長い農業経験から得る知識が無い若い世代の人達で

も品質の良い作物を、安定的に生産できるようになるシ

ステムです。

　新地町の小学校は、ＩＣＴを活用した授業を行ってい

るので、私達若い世代がこのシステムを活用して、新地

町独自のブランド野菜などを作るなどして、農家の収入

が増えれば農業をする人が増えたり新地町からはなれて

行く人も少なくなって、町全体が活気にあふれるのでは

ないでしょうか。

　また震災の記おくは、防災緑地公園の維持や復興フラッ

グなどを通して後世に伝えていけるような町になってほ

しいです。

町はとてもいい町だな」と思っています。ですが、他の

地域の人々、特に県外の人にとっては、「大地震があった

町」、「放射線が危険な地域」という印象が未だに根強い

のではないかと思います。そこで、私たちが動くんです。

新地町に実際に住んでいる町民みんなで、「新地町はこん

なに良い所だよ」と明るい情報や町の魅力を外側に発信

して伝えていけば、今までマイナスなイメージを持って

いた人達の意識が変わってくるのではないかと思います。

内容は農産物や水産物などの特産物や海開きや鹿狼山開

きなどの季節の行事や温泉宿などの観光情報などを明る

く発信していきたいです。なので、私は、町の人達が自

分たちの言葉と熱意で伝えていくのが一番いい方法だと

思います。これからの新地町が本当に楽しみです。 
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小学生の部　優秀賞

小学生の部　優秀賞

新地小学校５年

新地小学校４年

「未来新地を考える」

「私が思う未来の新地町」

齋藤　龍馬さん

水戸　楓花さん

　ぼくは、今よりも新地町を訪れる人が増えたらいいな

と思います。

　なぜなら、多くの人に新地町の良さを知ってもらい、

町の発展につながればいいと思うからです。ぼくが考え

る新地町の良さは、自然が豊かであることと、野菜や魚

などの食材にめぐまれているところです。

　最近では、駅の近くにホテルができました。他にも温

泉や、食事を楽しむ場所もあり、ゆっくり過ごすことが

できるようになりました。また、来年は東京オリンピッ

クが開催され、日本や福島県を訪れる人が増えると思い

ます。これをきっかけに新地町にも足を運ぶチャンスが

増えるはずです。

　観光客を受け入れる環境は、整ってきてると思うので、

自分が新地町に住んでいる立場として、何をすればよい

のか考えてみました。

　一つ目は、自分自身が町のことをよく知り、町の良さ

を伝えられるようにしたいと思います。例えばぼくは二

　私が理想としている未来の新地町は三つあります。

　一つ目は、自然を大切にする新地町です。その理由は

東京やさかえている所は建物が多いので山や森林が少な

いです。だから、新地町には自然を大切にする町でいて

ほしいです。

　二つ目はお年よりも若い人も住める町になってほしい

です。その理由は、今は若い人たちが東京に行って働い

ているのでここはお年よりが多いです。だから、若い人

もここにいてほしいです。

　そのためには、工場を作ったらいいんですが、それで

は自然が少なくなるので、農業や水産業をしたら良いと

思います。

　また、新しく出来た公園でイベントをしたら良いと思

います。

　イベントでは、フリーマーケットや周りにあるお店を

よんで、出店をたくさんならべたら良いと思います。

　三つ目は、公園ではなく体力をつけながら楽しめるア

学期にあった漁業体験から、震災後少しずつ漁が活気を

取り戻してきたことが分かりました。今では安全で、と

りたての魚を味わうことができるようになり、町のアピー

ルになると思います。

　二つ目は、外国人の観光客のことを考え、ホテルや駅

に英語や中国語などの表示をつけるといいと思います。

自分も少しは英語を勉強して困っている外国人に声をか

けて手助けなどをしていきたいと思います。ラグビーの

ワールドカップがきっかけで、日本全体がもり上がり、

外国人が日本でいごこちよくすごす様子をニュースで見

たことがあります、町のみんなが、おもてなしの気持ち

で接することで、観光客の良い思い出になると思います。

　これらが実現することで町の環境がきれいな状態で保

たれ、町がさらに発展すると思います。町の一人ひとり

ができることから始めることが大切だと思います。 

スレチックを作ったら良いと思います。理由は、震災後

あまりに運動をしていない子が多いからです。

　私もそうですが、あまり体力がありません。だから、

体力をつけれるアスレチックがあったら良いと思います。

　また、小さい子も力をつけるために三つのコースを作っ

たら良いと思います。たとえば、初級は三才～六才まで

中級は六才～十才まで上級は十才～十五才までにして、

それぞれ大きさを変えてどんどんむずかしくしていった

ら良いと思います。

　これからは、私が思う未来にむけていろいろためして

みてほしいと思います。　また、みんなで活気ある新地

町になるようにもりあげていきましょう。
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中学生の部　最優秀賞

中学生の部　優秀賞

尚英中学校１年

尚英中学校２年

「未来のしんち」

「私が思う新地町」

目黒　美琴さん

八巻　歩夢さん

　私たちのふるさと、新地町は、二〇一一年三月十一日
に東日本大震災を経験しました。そのとき私は、四歳で
あまり記憶にはないのですが、家族に聞くと避難所での
生活などとても大変だったと言っていました。
　それから九年たった今、新地町は復興に力を入れ、元
の新地町に戻りつつあります。新しい新地駅ができ、そ
の周辺には、いろいろな飲食店やカラオケ、塾、温泉な
どたくさんの施設ができて、活気にあふれています。また、
新地駅から少し離れたところにあるラウンドアバウトと
いう円形の珍しい交差点の周辺には、パンプトラックが
でき、ＢＭＸという競技などができるようになりました。
その他にもキャンプ場や公園などもでき、さまざまな遊
び場があり、とても楽しい場所になっています。そし
て、震災のため行われなくなっていた「遊海しんち」は、
二〇一九年に八年ぶりに釣師浜で開催されました。地元
の人だけでなく、いろいろなところから人がきていてと
てもにぎわっていました。
　また、新地町はＩＣＴに取り組んでいて、学校にたく
さんのアイパッドやノートパソコンがあり、授業にとて
も役立っています。ｅライブラリーを使っての復習など
さまざまな面で学習をサポートしてくれていて楽しく活
用することができています。

　私今現在、新地町には総合体育館や総合公園、スマイル
ドームなどのスポーツ施設があります。新地駅周辺には、
ラーメン、焼き肉、焼き鳥などの飲食店、ホテル、温泉施
設までできました。本当に充実してきたと思います。
　まもなく、東日本大震災から九年が経ちます。私たちは、
これから先の復興をどうしていくべきでしょうか。
　私たちの町は、駒ケ嶺、新地、福田の三地区に分かれ、
それぞれに特色があります。町の発展には、それぞれのよ
さを伸ばしていくことが大切なのではないかと考えました。
　それでは、私の理想の新地町を紹介します。
　まず、駒ケ嶺地区は、農業を発展させてほしいです。新
地町で一番の田んぼの面積をほこる駒ケ嶺で、新地町の米
や野菜をたくさん作ります。地産地消をめざしてどんどん
農業を発展させてほしいです。
　新地地区では、経済を発展させてほしいです。交通網を
発展させて、町の中心部として買い物客や観光客を呼び込
みます。大型のスーパーマーケットがあるともっと便利で
す。相馬や仙台に行く必要がなく、ガソリンの費用も抑え
られて、町民も喜ぶと思います。
　福田地区には、他にはない物がたくさんあるので、自然・
歴史・文化を発信する場所になってほしいです。例えば、
真弓清水、いっぱい清水などは大切に残してほしい場所で
す。水環境をきれいに保ち、安心安全をアピールすること

　そして、新地町にはたくさんの特産物があります。野
菜や果物だとニラやトマト、いちじく、りんごなどがあり、
魚や貝だとカレイやほっき貝などがあります。このよう
な特産物を使った給食や「さわやかだ」の給食など地産
地消にもなり、栄養バランスのよい献立でとてもおいし
いです。
　また、新地町はとても自然が豊かです。季節によって
変わる木や花を見ていると心がおだやかになります。そ
して、空気が澄んでいてとてもきれいです。新地町は、
水も豊かで右近清水、いっぱい清水、真弓清水といった
湧き水が出るところがたくさんあり、おいしい水を飲む
ことができます。
　私は、復興が進んでいるこの新地町に足りないものは
何か考えました。そうすると、いろいろな買い物ができ
るショッピングモールだと思いました。新地町に住んで
いる人はちょっとした買い物でも、相馬市や名取市など
に行かなければならないのです。なので、新地町にショッ
ピングモールをつくれば、新地町に住んでいる人も買い
物が楽になり、このショッピングモールに買い物に来た
人などで新地町がもっとにぎやかになると思います。
　新地町の豊かな自然を大切にしながら、笑顔であふれ
る明るい町になってほしいと思います。

ができれば、いい観光スポットになるでしょう。また、福
田を中心に「自然豊かで美しい新地町」を発展させること
で、町全体も清潔になりますし、訪れる人によい印象を与
えて、リピーターを増やすことができます。私は、このよ
うな理想を立てました。
　最後に、新地町がこれから発展していくためには、たく
さんの観光客に来てもらい、新地の良さを知ってもらう必
要があると思います。例えば、町のシンボル鹿狼山。初日
の出を見るために、毎年二千人近く訪れるそうです。せっ
かくたくさんのお客さんが来るのに、そのまま帰るのは
もったいないです。鹿狼の湯でイベントを開き、初日の出
を見た人が食事や宿泊をしながら楽しめるイベントがあっ
たら効果的ではないでしょうか。同じように、スマイルドー
ムでたくさん大会を開催し、合間に出店などで軽食を食べ
られるようにすると、スポーツをする人もしない人も楽し
めるかもしれません。経済効果と宣伝効果、効率よくどち
らも上げて、新地町が少しずつ有名になれば、住みたい人
も増え、明るい元気な町になると思います。人口が減ると、
町が寂れたり、学校が閉校することもあるそうです。そん
な未来を防ぐために、子供も大人もみんなで協力してアイ
ディアを出し合うことが大切だと私は思います。新地町の
明るい未来を祈る一人の住民として、私にできることをこ
れからも考えていきたいと思います。
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中学生の部　優秀賞

中学生の部　優秀賞

尚英中学校１年

尚英中学校１年

「未来の新地町のために今私が出来ること」

「新地町の未来」

岡田　咲幸さん

佐藤　芭菜さん

　現在の新地町には、いいところがたくさんあります。
ＩＣＴが盛んなこと、食材に力を入れていること、自然
が豊かなことなどがあります。私は、このたくさんある
新地町のいいところを未来に残していくために三つのこ
とを考えました。
　一つ目は、環境を守ることです。環境を守るというこ
とは、生き物を守ることにも繋がります。環境を良くす
ればレッドリストに記載されている生き物達を増やした
り、育てたりすることが出来ます。だから私は、環境を
守るためにできるだけゴミをださないように食事を残さ
ないようにしゴミを道端に捨てないように心がけみんな
にも呼びかけをしたいです。他にも、環境を守るという
ことは災害に強い町づくりをすることも大切だと思いま
す。火災や水害などで植物や森林を失わないためにも、
水害を防ぐためはん濫しそうな所を見つけたら、大人に
言ったり、火災を防ぐため普段から呼びかけたりなど私
にも出来ることをしていきたいと思います。
　二つ目は、今ある産業を残していくことです。少子高
齢化が進んでいる世の中で新地町の産業を少しでも残す
ため、新地町に若い人を呼び込むことが必要だと思いま
す。そのために、新地町を世界中にＰＲしたらいいと思
います。インターネットで新地町の文化や良いところ、

　新地町は、ＩＣＴを活用した学習が発展しています。
ｉＰａｄを活用することで、授業を進めやすくなっている
と思います。意見を気軽に交換したり、インターネットを
利用した調べ学習ができたりして、とても便利です。そこ
で、私は、ＩＣＴを活用した事業を発展させてほしいと思
います。例えば、ＡＩ（人工知能）を使ったシステム・施
設を増やしたり、病院での病気の判断や手術などに利用で
きると思います。また、ＡＩの性能は、人間より、はる
かに高いと言われています。お金などを扱う仕事などは、
ＡＩの方が正確にできるのではないでしょうか。
　しかし、その一方でメリットだけではなく、デメリット
もあります。それは、信頼性が、人間のときより下がるの
ではないか、ということです。たしかに私も、ロボットな
どの機械よりは、人間のほうが信頼できます。その課題を
どうクリアしていくかが重要なポイントだと思います。
　また、新地町は、歴史や伝統を感じる町です。小学校
のときの町見学で、新地町の古墳や貝塚を見学しに行き
ました。新地町には、貴重な土器などがあります。そこで、
歴史や伝統を守る活動をしてほしいと思います。例えば、
崩れやすいような古墳のしゃ面を補強したり、して欲し
いです。
　さらに新地町は、福田十二神楽など伝統のあるお祭りで
も有名です。春と秋の年に二回あります。私も何度か行っ

町での取り組みなどを世界中に配信すればいいと思いま
す。
　三つ目は、文化財や伝統芸能などを残すことです。未
来にできるだけ今の状態と近い状態で残していくこと、
正しく分かりやすく伝承していくことが大切だと思いま
す。だから、文化財に関する資料や貝塚や城跡などを火
災などの災害で失わないように普段からしっかり管理を
していくことが大切だと思います。福田十二神楽などの
伝統芸能も、私達が正しく受け継ぎ未来の人達にどんど
ん受け継いでいってもらうことが必要だと思います。だ
から私も、新地町の文化財や伝統芸能に興味を持ち、こ
の事をいろんな人に伝えていきたいです。
　これらの考え方以外にも、もっといろんなことが出来
ると思います。だらか私達が、今出来ることを一生懸命
行い、少しでも良い未来の新地町をつくることが必要だ
と考えました。これからの新地町は、私達が担っていく
ので、今のうちに町全体で協力して安全で安心な地域作
りが重要だと思います。今の私に出来ることは少ないけ
ど少しでも地域の役に立てるように頑張ります。

たことがあります。とても活気付いています。駄菓子屋さ
んやわたあめ屋さんなどの出店もたくさん出ています。な
かでもやはり、舞台上で行われている神楽は迫力があって
とてもすごいです。様々な楽器などを使っていてそれがよ
り、神楽の魅力を引き立たせています。このような地域が
一丸となって作り上げているお祭りを後世まで残して欲し
いと思います。
　新地の魅力は、食べ物や水がおいしいところにもあると
思います。新地町の特産物は、ニラやいちじくです。給食
にも、出て来ることが多いです。ニラ玉汁やいちじくの甘
煮など一工夫されて出て来ます。私は、それがとても楽し
みです。これからも新地町の特産物を守り、さらにおいし
くさせていって欲しいです。
　新地のいっぱい清水から流れ出ている水はとてもおいし
いです。他にも右近清水や真弓清水など、三つの清水があ
ります。小学校での町見学のときに行った、いっぱい清水
の水はとてもおいしかったです。
　「水って、こんなにおいしかったんだ !!」
　と気付かされました。
　そんなこの三つの清水をこれからも大切にしていきたい
と思います。
　新地町をより良くしていくためには、守りながらも、発
展させていくことがとても大切だと感じました。 
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諮  問  第  ６  号 

令和 ２ 年 ７ 月３１日 
 
新地町総合計画審議会会長 様  
 

新地町長  大 堀  武  
 

第６次新地町総合計画について（諮問）  

新地町総合計画審議会᮲౛（᫛和㸲㸳年新地町᮲౛第１１号）第２

᮲のつ定に基づࡁ、第６次新地町総合計画の策定について、㈗審議会

のពぢをồめます。  
 

総合計画審議会ࡢ࡬ㅎၥ 

総合計画審議会への諮問
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５ 答申 
 

令 和 ３ 年 ２ 月 １ ２ 日 
 
 

新地町長 大 堀  武 様  
 
 

新地町総合計画審議会  
会長 後 藤 顯 一  

 
 

第６次新地町総合計画について（答申）  
 
 
 令和２年７月３１日付諮問第６号で諮問のあった第６次新地町総合計画に

ついては、原案を適当と認めます。  
 なお、この計画に基づく施策の実施にあたっては、安心して暮らせるまちづ

くり及び活力あるまちづくりを実現するため、積極的な施策の展開を望むもの

であります。  
特に、防災減災をはじめとした防災体制の充実、公園や運動施設など地域資

源を最大限活用した観光・交流の推進と情報発信の充実に努めるとともに、住

宅政策や子育て環境の充実により若者を中心とした移住・定住の促進、超高齢

社会へ対応した高齢者福祉の充実など基本計画の各施策に基づく「行動計画」

の着実な実施を要望し、新地町の町勢が進展することを期待します。  
 最後に、今後のまちづくりには性別年齢をとわず、幅広い町民の参画を要望

します。  
 
 
  

総合計画審議会から答申 

総合計画審議会から答申
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№ 氏　　　名 選　出　区　分 役職

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

 

会長

副会長

八　巻　秀　行

齋　藤　充　明

寺　島　博　文

後　藤　顯　一

阿　部　眞　二

太　田　松　一

鈴　木　　　豊

千　尋　和　夫

大　内　広　行

星　　　　　薫

髙　橋　澄　子

小　泉　憲　章

後　藤　直　之

佐　伯　陽　子

星　　　光　典

町議会議員

町議会議員

町議会議員

各種団体（商工会）

各種団体（区長会）

各種団体（農業協同組合新地総合支店）

各種団体（相馬双葉漁業協同組合　新地地区）

各種団体（民生児童委員協議会）

各種団体（新地町小中学校ＰＴＡ連絡協議会）

学識経験者

学識経験者

学識経験者

学識経験者

学識経験者

学識経験者

（敬称略）

　審議会は、町長の諮問に応じ、新地町総合計画に関する事項について調査及び審議するも
のです。
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№ 氏　　　名 選　出　区　分 役職

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

 

副会長

会長

林　　　雄　一

齋　藤　智　英

目　黒　金　夫

荒　　　愼一郎

横　山　光　一

林　　　真　一

林　　　浩　徳

鈴　木　　　洋

加　藤　靜　治

黒　　　文　男

加　藤　　　貢

草　刈　宗　一

高　橋　正　彦

水　戸　俊　一

寺　島　　　登

寺　島　吉　一

早　川　典　夫

菅　野　昌　孝

川　部　智　男

菅　野　耕　平

伊　藤　良　幸

佐　藤　義　幸

柴　田　祐　介

菊　地　敏　夫

渡　邊　正　見

第１行政区長推薦

〃

第３行政区長推薦

〃

第４行政区長推薦

〃

〃

〃

〃

第５行政区長推薦

第６行政区長推薦

〃

〃

第７行政区長推薦

第８行政区長推薦

第９行政区長推薦

〃

第 11行政区長推薦

第 13行政区長推薦

第 14行政区長推薦

第 15行政区長推薦

〃

〃

応募

〃

（敬称略）

　新地町総合計画について広く町民の意向を聴くため、設置するものです。
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